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第１章 計画策定にあたって 

計画策定の背景と趣旨 

 

介護保険制度は、平成１２年（２０００年）４月に施行されてから２３年が経過し、

サービスの提供基盤が整備され、利用者が着実に増加しており、我が国における高齢

期の生活を支える仕組みとして定着してきました。 

本市においても、介護保険サービスをはじめ、高齢者が可能な限り住み慣れた地域

で、自分らしく自立した日常生活を営むことができるよう、様々な取り組みを進めて

きました。 

近年の計画では、団塊の世代が７５歳以上の後期高齢者になり、介護や生活支援を

必要とする人が大幅に増加することが見込まれる令和７年（２０２５年）を見通して

きましたが、本計画の期間内にその年を迎えることとなります。 

本計画では、さらに高齢化が進み、介護ニーズの高い８５歳以上人口が急速に増加

し、現役世代の減少が顕著になる令和２２年（２０４０年）を見据えた「地域共生社

会」の実現に向け、基本理念に基づき、基本目標や重点施策を定め、地域の実情に合

ったきめ細かな施策の取組みを推進していきます。 

また、自助・共助・公助のうち、特に自助・共助の部分については、福祉施策の総

合的計画である地域福祉計画の趣旨に基づき、施策の推進を図ります。 

計画の策定にあたっては、国、県の計画をはじめ、安城市第９次総合計画や安城市

地域福祉計画などの本市における関係諸計画と整合性を図り作成しました。 

今回の「あんジョイプラン１０（第９次安城市高齢者福祉計画・第９期安城市介護

保険事業計画）」は、安城市版地域包括ケアシステムの更なる深化・推進と持続可能な

制度の構築を進めるとともに、複雑かつ複合的な地域生活課題を抱えている世帯に対

応できる相談体制の強化、高齢者の抱える孤独・孤立等への様々な支援、介護予防の

推進を目指して策定しました。 

 

 

 

 

  

１ 
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計画の内容と期間 

（１）計画の内容 

本計画は、介護保険法第１１７条第１項の規定に基づく介護保険事業計画と老人福

祉法第２０条の８第１項の規定に基づく老人福祉計画として策定する高齢者福祉計画

とを合わせて「あんジョイプラン」としています。 

介護保険事業計画は、介護保険サービスの種類ごとの見込量等について定め、保険

料を算定するなど、介護保険事業運営の基本となる計画です。 

一方、高齢者福祉計画は、すべての高齢者を視野に入れ、介護保険の給付対象とな

らない高齢者の福祉サービスはもとより、地域における高齢者の福祉全般にわたる施

策も含んでいます。 

 

（２）他の計画との関連 

本市行政の基本指針としての安城市総合計画のもと、施策に関する部門別計画を策

定し、各種事業を推進しています。また、地域における高齢者・障害のある人・こど

もの福祉をはじめ、あらゆる福祉に関して共通して取り組むべき事項等を定めた計画

として、地域福祉計画が位置づけられています。 

このため、本計画は、こうした他の計画と整合性を図りながら策定しました。 
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（３）計画の期間 

介護保険事業計画は、介護保険法第１１７条第１項に定められているとおり、３年

を１期として策定しており、令和６年度（２０２４年度）から令和８年度（２０２６

年度）までを計画期間としています。なお、高齢者福祉計画は、令和６年度（２０２

４年度）から令和１１年度（２０２９年度）までの６年間の計画として策定しました。 

これまでは、団塊の世代が後期高齢者となる令和７年（２０２５年）を見通しなが

ら計画を策定してきましたが、本計画の期間内に令和７年（２０２５年）を迎えます。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

第 7 期計画 

平成 30 年度 

(2018 年度) 

～令和 2 年度 

(2020 年度） 

第 8 期計画 

令和 3 年度 

（2021 年度） 

～令和 5 年度 

（2023 年度） 

第 9 期計画 

令和 6 年度 

（2024 年度） 

～令和 8 年度 

（2026 年度） 

第 10 期計画 

令和 9 年度 

（2027 年度） 

～令和 11 年度 

（2029 年度） 

＜令和 7年（2025 年）までの見通し＞ 

＜令和 22 年（2040 年）までの見通し＞ 

第 8次計画 

平成 30 年度(2018 年度) 

～令和 5 年度（2023 年度） 

第 9次計画 

令和 6 年度（2024 年度） 

～令和 11 年度（2029 年度） 

令和22年（2040年） 

令和 7年（2025 年） 

団塊世代が 75 歳に 

団塊ジュニア世
代が 65 歳に 

■

高

齢

者

福

祉

計

画 

■

介

護

保

険

事

業

計

画 



4 

 

計画の策定体制 

（１）策定体制 

本計画の策定にあたっては、介護保険事業の進捗管理等を行っている介護保険・地

域包括支援センター運営協議会を母体とする「あんジョイプラン１０策定委員会」を

設置し、策定しました。 

この策定委員会を中心とした計画の策定体制は、以下のとおりです。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

備考：各組織の事務局は高齢福祉課です。 

 

  

３ 

意見 

収集 

意見 

意見 付議 

 

委員：16 名 

   学識経験者、福祉、医療、保健等関係者、 

被用者保険者代表、被保険者代表等で構成 

顧問：計画について優れた識見を有する者 

内容：計画策定のための検討及び審議を行い、市長に答申 

 懇話会 

メンバー：地域包括ケアシステムの

中の各部会や委員等によ

り構成 

内  容：データに即したメンバー

で、現状・課題・必要な

取組みについて意見交換 

テ ー マ： 

 〇高齢者のデジタル活用について 

 〇介護予防・フレイル予防と地域

の参加について 

 〇介護人材の確保について 

 〇課題の複合化・複雑化の実態な

どについて 

あんジョイプラン 10 策定委員会 

諮問 

安城市長 

安城市 

幹事会 

メンバー：計画策定に関係する庁内、社

会福祉協議会、シルバー人材

センター役職者等で構成 

審議内容：作業部会が作成した実務的資

料等を検討し、一体的、総合

的な計画案を作成 

作業部会 

メンバー：計画策定に関係する庁内、社会

福祉協議会、シルバー人材セン

ターの関係課職員で構成 

審議内容：計画策定に必要な事項を調査研

究し、幹事会に提供するための

実務的資料等を作成 

答申
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（２）高齢者等実態調査（実施時期：令和４年１２月） 

市民の生活や高齢者介護の状況、福祉への意向、事業者における課題等を把握し、

「あんジョイプラン１０（第９次安城市高齢者福祉計画・第９期安城市介護保険事業

計画）」策定のための基礎資料とするため、以下の調査を実施しました。 

区分 対象者 調査方法 配布数 
有効回収数 

（有効回収率） 

一般高齢者調査 

要介護認定を受けていない65

歳以上の市民（要支援認定者

を含む） 

郵送調査 

（Web を併用） 

2,700 人 
1,972 人 

（73.0％） 

在宅介護者調査 
市内の要介護認定者（要支援

認定者、施設入所者を除く） 
1,800 人 

1,083 人 

（60.2％） 

若年者調査 

要支援・要介護認定を受けて

いない 40 歳から 64 歳までの

市民 

2,000 人 
1,005 人 

（50.3％） 

在宅生活改善調査 

市内の居宅介護支援事業所、

小規模多機能型居宅介護事業

所、看護小規模多機能型介護

事業所及び所属介護支援専門

員 

34 事業所 
21 事業所 

（61.8％） 

110 人 
69 人 

（62.7％） 

居所変更実態調査 
市内の施設・居住系サービス

事業所 
41 事業所 

27 事業所 

（65.9％） 

介護人材実態調査 

市内の施設・居住系サービス、

通所系・短期系サービス、訪

問系を含むサービス各事業所

及び所属訪問系職員 

138 事業所 
83 事業所 

（60.1％） 

523 人 
170 人 

（32.5％） 

（３）懇話会 

テーマ 開催日時 参加者 趣旨 

高齢者のデジタ

ル活用について 

令和 5 年 2月 28 日（火） 

9:00～9:45 

老人クラブ連合会

（9 名） 

社会のデジタル化が進む中、高

齢者のデジタルデビュー、デジ

タルスキル向上のための課題を

整理する。 

介護予防・フレ

イル予防と地域

の参加について 

令和 5 年 2月 28 日（火） 

19:30～20:30 

安城地域リハビリ 

ネットワーク 

（11 名） 

介護予防・フレイル対策の現状

と課題を整理する。 

特に、地域の取組みを促進し、

参加しやすくするための視点か

ら課題を整理する。 

介護人材の確保

について 

令和 5 年 3月 8 日（水） 

13:30～14:20 

グループホーム 

事業所代表（8 名） 

第 8 期の懇話会で話し合われた

〝介護助手の導入〟などの取り

組みの成果を把握する。 

介護人材の確保の実態と課題を

整理し、解決策を検討する。 

令和 5 年 3月 28 日（火） 

10:00～10:50 

特別養護老人ホーム

及び老人保健施設事

業所代表（16 名） 

課題の複合化・

複雑化の実態な

どについて 

令和 5 年 5月 10 日（水） 

15:30～16:15 

保健福祉部会 

（16 名） 

現場での支援活動を通じて感じ

る、福祉課題の複合化・複雑化

の実態を踏まえて、支援の在り

方を検討する。最近の高齢者

像、高齢者の課題を整理する。 

令和 5 年 6月 23 日（火） 

14:00～15:00 

ケアマネット 

（6 名） 
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第２章 高齢者を取り巻く現状 

人口の推移 

（１）人口の推移 

本市の総人口は、令和５年（２０２３年）１０月１日時点で１８８,４５６人です。

総人口は増加基調で推移してきましたが、令和２年（２０２０年）以降はほぼ横ばい

で推移しています。 

高齢者人口は、増加傾向にあり、令和５年（２０２３年）は４１,２５０人となって

います。 

【年齢別人口の推移】                           （人） 

区分 
実績値 推計値 

令和 2 年 令和 3 年 令和 4 年 令和 5 年 令和 6 年 令和 7 年 令和 8 年 

総  数 190,155 189,543 188,999 188,456 188,237 187,808 187,327 

0～14 歳 
28,057 27,417 26,824 26,077 25,405 24,767 24,212 

14.8％ 14.5％ 14.2％ 13.8％ 13.5％ 13.2％ 12.9％ 

15～64 歳 
121,865 121,426 121,162 121,129 121,161 121,109 120,806 

64.1％ 64.1％ 64.1％ 64.3％ 64.4％ 64.5％ 64.5％ 

65 歳以上 
40,233 40,700 41,013 41,250 41,671 41,932 42,309 

21.2％ 21.5％ 21.7％ 21.9％ 22.1％ 22.3％ 22.6％ 

 

65～74 歳 

（再掲） 

20,756 20,762 20,076 19,232 18,461 17,912 17,752 

10.9％ 11.0％ 10.6％ 10.2％ 9.8％ 9.5％ 9.5％ 

75 歳以上 

（再掲） 

19,477 19,938 20,937 22,018 23,210 24,020 24,557 

10.2％ 10.5％ 11.1％ 11.7％ 12.3％ 12.8％ 13.1％ 

資料：令和２年～令和５年は安城市住民基本台帳（各年１０月１日現在） 

令和６年以降は、安城市による推計値です。 

  

１ 
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（２）人口ピラミッド 

令和５年（２０２３年） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料：安城市住民基本台帳（令和５年１０月１日時点） 

 

令和８年（２０２６年） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料：安城市による推計値（令和８年１０月１日時点の推計値） 
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（３）日常生活圏域の設定  

本市の日常生活圏域は、各中学校区の８圏域を設定しております。 

【日常生活圏域別の高齢者人口・要介護認定者数・認定率】 

圏域名 
高齢者人口 要介護及び要支援認定者 

（人） 人数（人） 認定率（％） 

東山中学校区 4,766 682 14.3 

安城北中学校区 7,179 987 13.8 

篠目中学校区 4,092 588 14.4 

安城南中学校区 6,537 909 13.9 

安祥中学校区 4,582 716 15.6 

安城西中学校区 5,484 728 13.3 

明祥中学校区 3,272 478 14.6 

桜井中学校区 5,338 779 14.6 

計 41,250 5,867 14.2 

備考：要介護認定者数は住所地特例者を除き表示しています。（令和５年１０月１日時点） 

（４）日常生活圏域別の主な介護保険サービス、老人福祉施設等 

区
分 

圏域名 
 
 
サービス等 

東
山 

安
城
北 

篠
目 

安
城
南 

安
祥 

安
城
西 

明
祥 

桜
井 

計 

施
設
系 

介護老人福祉施設 

※１ 

1 

(120)※４ 

1 

(100) 

1 

(29) 

1 

(29) 
 2 

(220) 

1 

(100) 

1 

(100) 

8 

(698) 

介護老人保健施設 
1 

(110) 
   

2 

(200) 
   3 

(310) 

居
住
系 

地域密着型特定施設  1 

(29) 
 1 

(29) 
 1 

（29） 
  3 

(87) 

認知症対応型共同生活 

介護（グループホー

ム） 

1 

(18) 

2 

(36) 

2 

(36) 

3 

(54)※５

1 

(18) 

2 

(45) 

1 

(18) 

2 

(36) 

14 

(261) 

地
域
密
着
型
サ

ビ
ス 

・
老
人
福
祉
施
設
等 

（看護）小規模多機能

型居宅介護※２ 
  1 

(29) 

1 

(25) 

1 

(29) 

1 

(29) 

1 

(25) 

1 

(29)※６

6 

(166) 

サービス付き高齢者向

け住宅 
  2 

(113) 

2 

(68) 

3 

(131) 
  1 

(32) 

8 

(344) 

有料老人ホーム等 ※

３ 
 2 

(82) 
 2 

(38) 
 2 

(188) 
 3 

(91)※７

9 

(399) 

地域包括支援センター 

福祉センター地区社協 
各 1 各 1 各 1 各 1 各 1 各 1 各 1 各 1 各 8 

備考：上段は施設数 下段は定員数です。                    （令和６年４月予定） 

※１ 介護老人福祉施設は地域密着型介護老人福祉施設を含みます。 

※２ 篠目中学校区の小規模多機能型居宅介護は、看護小規模多機能型居宅介護です。 

※３ 桜井中学校区の有料老人ホーム等はケアハウス（定員５０名）を含みます。 

※４ 令和６年４月開所予定（１施設１２０定員）です。 

※５ 令和６年４月開所予定（１施設１８定員）です。 

※６ 令和６年４月開所予定（１施設２９登録定員）、看護小規模多機能型居宅介護です。 

※７ 令和６年４月開所予定（１施設２０定員）です。 
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（５）日常生活圏域設定図 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

 

 

備考：介護老人福祉施設は地域密着型介護老人福祉施設を含みます。 

 

 

 

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

    

東山中学校区 

安祥中学校区 

明祥中学校区 

桜井中学校区 

     

     

     

  

     

福祉センター 

介護老人保健施設 

グループホーム 

（看護）小規模多機能居宅介護 

地域包括支援センター 

地域密着型特定施設入居者生活介護 

介護老人福祉施設 

篠目中学校区 

安城北中学校区 

安城西中学校区 

令和６年４月

開所予定 

令和６年４月

開所予定 

令和６年４月

開所予定 
安城南中学校区 
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28.6 28.8 29.0 29.2 29.4 29.6 29.9

25.3 25.5 25.6 25.8 26.0 26.1
26.4

21.2 21.5 21.8 22.1
22.5 22.8

23.1

18

20

22

24

26

28

30

令和２年 令和３年 令和４年 令和５年 令和６年 令和７年 令和８年

全国 愛知県 安城市 岡崎市 碧南市

刈谷市 豊田市 西尾市 知立市 高浜市

(％)

29.2
25.8

22.1
24.4 24.4

21.1
24.1

26.3

20.7 20.1

0

10

20

30

全国 愛知県 安城市 岡崎市 碧南市 刈谷市 豊田市 西尾市 知立市 高浜市

(％)

高齢化の状況 

（１）高齢化率の状況 

令和５年（２０２３年）１０月１日時点における本市の高齢化率は２２．１％で、

全国、愛知県よりも低く、西三河地域においても、岡崎市、碧南市、豊田市、西尾市

よりも低くなっています。 

【高齢化率の推移：国、県、近隣市との比較】               （％） 

区分 
実績値 推計値 

令和 2 年 令和 3 年 令和 4 年 令和 5 年 令和 6 年 令和 7 年 令和 8 年 

全国 28.6 28.8 29.0 29.2 29.4 29.6 29.9 

愛知県 25.3 25.5 25.6 25.8 26.0 26.1 26.4 

安城市 21.2 21.5 21.8 22.1 22.5 22.8 23.1 

岡崎市 23.6 23.9 24.1 24.4 24.6 24.9 25.2 

碧南市 24.0 24.1 24.3 24.4 24.6 24.8 25.1 

刈谷市 20.6 20.8 21.0 21.1 21.3 21.4 21.8 

豊田市 23.3 23.5 23.8 24.1 24.4 24.6 24.9 

西尾市 25.8 25.9 26.1 26.3 26.4 26.6 26.8 

知立市 20.2 20.4 20.5 20.7 20.8 21.0 21.4 

高浜市 19.6 19.8 19.9 20.1 20.2 20.4 20.7 

資料：令和２年・７年は総務省「国勢調査」および国立社会保障・人口問題研究所「日本の地域

別将来推計人口」（各年１０月１日時点）、令和３～６年・８年は安城市による補間値 

※他市との比較のため国立社会保障・人口問題研究所の数値を利用しております。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【高齢化率の国、県、近隣市との比較（令和５年）】 
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43.6

47.7

47.5

49.9

43.6

47.8

46.2

44.8

56.4

52.3

52.5

50.1

56.4

52.2

53.8

55.2

0% 50% 100%

前期高齢者 後期高齢者

4,766

7,179

4,092

6,537

4,582

5,484

3,272

5,338

02,0004,0006,0008,000

東山中学校区

安城北中学校区

篠目中学校区

安城南中学校区

安祥中学校区

安城西中学校区

明祥中学校区

桜井中学校区

(人)

（２）中学校区別の高齢化の状況 

令和５年（２０２３年）の中学校区別の高齢化率をみると、明祥中学校区で最も高

くなっています。また、高齢者人口のうち、前期高齢者・後期高齢者別で割合をみる

と、後期高齢者の割合は全校区で５割を超え、東山中学校区と安祥中学校区で最も高

くなっています。 

【中学校区別の高齢化率（策定年度における比較）】 

校区別 
総人口（人） 高齢者人口（人） 高齢化率（％） 

令和 2 年 令和 5 年 令和 2 年 令和 5 年 令和 2 年 令和 5 年 

東山中学校区 24,676 24,270 4,731 4,766 19.2 19.6 

安城北中学校区 30,521 30,130 6,905 7,179 22.6 23.8 

篠目中学校区 22,432 21,849 3,968 4,092 17.7 18.7 

安城南中学校区 31,252 31,603 6,266 6,537 20.0 20.7 

安祥中学校区 19,498 19,258 4,486 4,582 23.0 23.8 

安城西中学校区 26,073 25,839 5,316 5,484 20.4 21.2 

明祥中学校区 13,190 12,789 3,318 3,272 25.2 25.6 

桜井中学校区 22,513 22,719 5,243 5,338 23.3 23.5 

計 190,155 188,456 40,233 41,250 21.2 21.9 

資料：住民基本台帳（各年１０月１日時点） 高齢者：６５歳以上 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料：住民基本台帳（令和５年１０月１日時点） 

備考：高齢者６５歳以上、前期高齢者６５～７４歳、後期高齢者７５歳以上です。 

高齢者人口
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5,927 6,007 6,060 6,125 6,214 6,339 6,492 

14.7 14.8 14.8 14.9 14.9 15.1 15.3

0

5

10

15

20

0

2,000

4,000

6,000

8,000

令和２年 令和３年 令和４年 令和５年 令和６年 令和７年 令和８年

認定者数 認定率

（人） （％）

（３）認定の状況 

本市の認定者数は、令和５年（２０２３年）９月末時点で６,１２５人となっていま

す。令和２年（２０２０年）からの推移をみると増加傾向にあります。 

認定率は１４.９％で横ばいとなっています。他の地域と比較すると、全国、愛知県

よりも低く推移しています。また、近隣市では増加傾向にあるのに対し、本市は横ば

いで推移しています。 

【要介護度別認定者数及び認定率の推移】                （人） 

区分 
実績値 推計値 

令和 2 年 令和 3 年 令和 4 年 令和 5 年 令和 6 年 令和 7 年 令和 8 年 

要支援 1 1,126 1,163 1,222 1,204 1,237 1,265 1,290 

要支援 2 849 867 902 903 909 917 925 

要介護 1 1,192 1,237 1,195 1,222 1,212 1,236 1,279 

要介護 2 867 849 858 841 800 810 826 

要介護 3 599 563 589 622 650 671 697 

要介護 4 748 817 807 818 872 893 911 

要介護 5 546 511 487 515 534 547 564 

認定者計(A) 5,927 6,007 6,060 6,125 6,214 6,339 6,492 

高齢者計(B) 40,203 40,669 40,971 41,211 41,671 41,932 42,309 

認定率

(A/B) 

安城市 14.7% 14.8% 14.8% 14.9% 14.9% 15.1% 15.3% 

愛知県 17.1% 17.5% 17.7% 18.1% - - - 

全国 18.9% 19.2% 19.4% 19.7% - - - 

資料：介護保険事業状況報告（各年９月末時点） 

※認定者は、第２号被保険者を含みます。高齢者数は、実績値は第１号被保険者数、推計値は  

６５歳以上人口の安城市による推計値です。 
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18.9
19.2 19.4

19.7

17.1

17.5
17.7

18.1

14.7

14.8 14.8
14.9

12

16

20

令和２年 令和３年 令和４年 令和５年

全国 愛知県 安城市 岡崎市 碧南市

刈谷市 豊田市 西尾市 知立市 高浜市

(％)

【認定率の推移】                 （％） 

区分 令和 2 年 令和 3 年 令和 4 年 令和 5 年 

全国 18.9 19.2 19.4 19.7 

愛知県 17.1 17.5 17.7 18.1 

安城市 14.7 14.8 14.8 14.9 

岡崎市 16.0 16.1 16.6 16.5 

碧南市 16.0 16.5 17.0 16.9 

刈谷市 16.1 16.5 17.0 17.4 

豊田市 15.3 15.5 16.0 16.3 

西尾市 14.9 15.5 15.7 15.8 

知立市 13.6 14.5 14.7 15.2 

高浜市 17.0 17.7 18.1 17.7 

資料：介護保険事業状況報告（各年９月末時点） 
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世帯の状況 

（１）世帯構成 

本市の高齢者のいる世帯は、令和５年（２０２３年）で２７，９４３世帯であり、総

世帯に占める割合は３５．５％となっています。高齢者単身世帯は１０．４％、高齢

者のみの世帯は９．５％となっています。 

他の地域と比較すると、高齢者のいる世帯は、全国、愛知県及び、岡崎市、碧南市、

豊田市、西尾市よりも低くなっています。 

【世帯構成の推移】 

区分 
世帯数（世帯） 総世帯に占める割合（％） 

令和 2 年 令和 5 年 令和 2 年 令和 5 年 

総世帯 76,868 78,680 ― ― 

高齢者のいる世帯 26,951 27,943 35.1 35.5 

 高齢者単身世帯 7,277 8,206 9.5 10.4 

 高齢者のみの世帯 7,086 7,467 9.2 9.5 

  夫婦のみ 6,541 6,882 8.5 8.8 

  夫婦以外 545 585 0.7 0.7 

 その他の高齢者世帯 12,588 12,270 16.4 15.6 

資料：住民基本台帳（各年１０月１日時点） 

【高齢者のいる世帯の国、県、近隣市との比較】                 （％） 

 国 愛知県 安城市 岡崎市 碧南市 

高齢者のいる世帯 40.7 37.0 33.6 36.5 39.2 

 高齢者単身世帯 12.1 10.0 7.3 8.3 8.2 

 夫婦のみの世帯※ 10.5 9.7 8.3 9.8 8.7 

 刈谷市 豊田市 西尾市 知立市 高浜市 

高齢者のいる世帯 29.2 34.5 43.8 29.5 31.6 

 高齢者単身世帯 7.8 6.9 8.0 7.8 7.2 

 夫婦のみの世帯※ 8.1 9.3 9.1 7.7 6.9 

資料：国勢調査（令和２年） ※夫婦ともに６５歳以上 
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住居の状況 

（１）住居の状況 

本市の持ち家率は６１.８％であり、全国、愛知県及び刈谷市、豊田市、知立市、高

浜市よりも高くなっています。また、６５歳以上のいる世帯での持ち家率は８５.１％

で６５歳未満の世帯よりも高くなっています。 

【住居の状況（６５歳未満の世帯及び６５歳以上のいる世帯）】          （％） 

区分 全国 愛知県 安城市 岡崎市 碧南市 

持ち家 60.6 58.9 61.8 64.6 64.1 

 うち 65 歳以上のいる世帯 81.9 80.6 85.1 86.9 87.3 

公営・公社等の借家 4.8 5.1 3.1 2.1 2.6 

 うち 65 歳以上のいる世帯 6.4 7.4 4.6 3.2 3.2 

民間の借家 29.3 29.5 27.2 26.9 23.9 

 うち 65 歳以上のいる世帯 10.4 10.9 9.4 8.8 8.2 

その他 5.4 6.6 7.9 6.4 9.5 

 うち 65 歳以上のいる世帯 1.3 1.1 0.9 1.1 1.3 

区分 刈谷市 豊田市 西尾市 知立市 高浜市 

持ち家 54.9 60.1 71.9 52.0 59.7 

 うち 65 歳以上のいる世帯 84.0 87.4 91.3 78.9 79.8 

公営・公社等の借家 2.0 3.6 2.5 6.2 5.3 

 うち 65 歳以上のいる世帯 3.7 4.2 2.9 7.3 8.3 

民間の借家 31.4 25.1 17.6 33.9 26.4 

 うち 65 歳以上のいる世帯 10.3 7.6 5.0 12.9 10.9 

その他 11.7 11.2 8.0 7.8 8.6 

 うち 65 歳以上のいる世帯 1.9 0.8 0.7 0.9 1.0 

資料：国勢調査（令和２年） 

【有料老人ホームとサービス付き高齢者向け住宅】 

区分 平成 23 年 平成 26 年 平成 29 年 令和 2 年 令和 5 年 

有料老人ホーム 
施設数（か所） 3 4 4 6 8 

部屋数（室） 197 249 249 299 375 

サービス付き 

高齢者向け住宅 

施設数（か所） - 5 6 6 8 

部屋数（室） - 266 298 298 347 

備考：各年度末時点の施設数及び部屋数です。但し、令和５年は１０月１日時点です。 

  

４ 
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一般高齢者

若年者

ｎ=1,972

ｎ=1,005

7.7 

19.4 

64.7 

66.9 

19.6 

11.4 

4.8 

2.1 

3.3 

0.2 

0% 20% 40% 60% 80% 100%

とてもよい まあよい あまりよくない よくない 無回答

ｎ=1,972

介護・介助の必要性 68.4 9.3 15.5 6.8 

0% 20% 40% 60% 80% 100%

介護・介助は必要ない

何らかの介護・介助は必要だが、現在は受けていない

現在、何らかの介護を受けている

無回答

健康状態 

（１）アンケート結果 

■主観的健康観（一般高齢者調査、若年者調査） 

『健康状態がよい』（「とてもよい」「まあよい」の計）人は、一般高齢者が７２.４％、

若年者が８６.３％となっています。一方、『健康状態がよくない』（「よくない」「あま

りよくない」の計）は、一般高齢者が２４.４％、若年者が１３.５％となっています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料：高齢者介護に関するアンケート調査（令和４年） 

 

 

 

■介護・介助の必要性（一般高齢者調査） 

「介護・介助は必要ない」が６８.４％、「何らかの介護・介助は必要だが、現在は

受けていない」が９.３％、「現在、何らかの介護を受けている（介護認定を受けずに

家族などの介護を受けている場合も含む）」が１５.５％となっています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料：高齢者介護に関するアンケート調査（令和４年） 

  

５ 
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ｎ=1,972

階段を手すりや壁をつたわら
ずに昇っている

椅子に座った状態から何もつ
かまらずに立ち上がっている

15分くらい続けて歩いている

50.1 

63.3 

62.9 

18.2 

12.6 

18.2 

29.3 

22.0 

17.2 

2.5 

2.1 

1.6 

0% 20% 40% 60% 80% 100%

できるし、している できるけどしていない できない 無回答

ｎ=1,972

過去１年間に転んだ経験 14.1 23.4 60.8 
1.7 

0% 20% 40% 60% 80% 100%

何度もある １度ある ない 無回答

ｎ=1,972

転倒に対する不安 24.8 38.0 20.6 15.0 
1.6 

0% 20% 40% 60% 80% 100%

とても不安である やや不安である あまり不安でない

不安でない 無回答

■からだの動き（一般高齢者調査） 

からだを動かすことについて「できない」と回答した人は、「階段を手すりや壁をつ

たわらずに昇っている」で２９.３％、「椅子に座った状態から何もつかまらずに立ち

上がっている」で２２.０％、「１５分くらい続けて歩いている」で１７.２％となって

います。 

過去１年間に転んだ経験が「何度もある」人は１４.１％となっています。『ある』

（「何度もある」「１度ある」の計）は３７.５％となっています。 

転倒に対する不安は、「やや不安である」の３８.０％が最も高く、『不安である』（「と

ても不安である」「やや不安である」の計）は６２.８％となっています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料：高齢者介護に関するアンケート調査（令和４年） 
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ｎ=1,972

口腔機能 41.6 53.8 4.7 

0% 20% 40% 60% 80% 100%

はい いいえ 無回答

ｎ=1,972

誰かと一緒に食事 59.5 8.4 10.5 8.2 11.1 
2.4 

0% 20% 40% 60% 80% 100%

毎日ある 週に何度かある 月に何度かある 年に何度かある

ほとんどない 無回答

ｎ=1,972

BMI 9.2 63.4 19.2 

2.1 

6.1 

0% 20% 40% 60% 80% 100%

18.5未満 18.5以上25.0未満 25.0以上30.0未満 30.0以上 無回答

ｎ=1,972

歯の数と入れ歯の
利用状況

16.3 29.6 36.7 12.0 5.4 

0% 20% 40% 60% 80% 100%

自分の歯は20本以上、かつ入れ歯を利用 自分の歯は20本以上、入れ歯の利用なし

自分の歯は19本以下、かつ入れ歯を利用 自分の歯は19本以下、入れ歯の利用なし

無回答

■食べること（一般高齢者調査） 

身長と体重からＢＭＩ値を計算すると、「やせ」の状態であるＢＭＩ＝１８.５未満

の人は９.２％となっています。また、「肥満」の状態であるＢＭＩ＝２５.０以上の人

は２１.３％で、そのうちＢＭＩ＝３０.０以上の人は２.１％となっています。 

口腔機能について、「はい」（半年前に比べて固いものが食べにくくなった）は 

４１.６％となっています。 

歯の数と入れ歯の利用状況は、「自分の歯は１９本以下、かつ入れ歯を利用」 

の３６.７％が最も高く、次いで「自分の歯は２０本以上、入れ歯の利用なし」 

が２９.６％となっています。 

誰かと食事をともにする機会は、「毎日ある」が５９.５％で最も高く、「ほとんどな

い」は１１.１％となっています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料：高齢者介護に関するアンケート調査（令和４年）  
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一般高齢者

/聞き取れる

若年者

/聞き取れない

ｎ=1,972

ｎ=1,005

39.7 

12.7 

58.9 

87.1 

1.4 

0.2 

0% 20% 40% 60% 80% 100%

はい いいえ 無回答

■聞くこと（一般高齢者調査、若年者調査） 

一般高齢者調査で、会話やテレビの音などが、うまく聞き取れる（「はい」）は 

３９.７％となっています。 

若年者調査で、うまく聞き取れないと感じる（「はい」）は１２.７％となっています。 

 

 

 

 

 

 

 

資料：高齢者介護に関するアンケート調査（令和４年） 

 

 

（２）懇話会意見 

・通いの場への支援について、サロン実施者を巻き込んだ実施ができていないこと

が課題である。（安城地域リハビリネットワーク） 

・サロンへの参加者は同じ人が多いという現状がある。 

（安城地域リハビリネットワーク） 

・サロンでの介護予防活動のデータが蓄積されているが、そのデータをどう活用し

ていくかが課題である。（安城地域リハビリネットワーク） 

・サロンにおける介護予防への新規参加者を増やしていくというところに目を向け

ている地域は少ない。（安城地域リハビリネットワーク） 

・健康意識が高い人が参加しており、リスクが高い人に参加していただく形にはな

っていない。（安城地域リハビリネットワーク） 
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24.8 24.2 24.3 24.5 24.6

34.8
33.5

32.2 31.8 31.0

17.0 16.6
17.7 18.3 19.2

10

20

30

40

平成12年 平成17年 平成22年 平成27年 令和２年

全体 男性 女性

（%）

社会参加 

（１）高齢者の就業状況 

本市の高齢者の就業状況をみると、６５歳以上の就業率は全体で２４.６％であり、

男女別では男性３１.０％、女性１９.２％です。年齢別では、６５～６９歳は全体で

４３.６％であり、他の年代と比べて高くなっています。また、平成１２年（２０００

年）以降の推移をみると、男性高齢者の就業率は低下傾向、女性高齢者の就業率は上

昇傾向にあります。他の地域と比較すると、全国、愛知県及び、岡崎市、碧南市、豊

田市、西尾市、高浜市よりも低くなっています。 

【高齢者の就業率】                           （％） 

区分 高齢者計 65～69 歳 70～74 歳 75～79 歳 80～84 歳 85 歳以上 

全体 24.6 43.6 29.8 17.9 11.1 5.1 

男性 31.0 51.1 36.2 21.5 14.4 8.2 

女性 19.2 36.6 23.8 14.9 8.4 3.5 

資料：国勢調査（令和２年） 

【高齢者の就業率の推移】                     （％） 

区分 平成 12 年 平成 17 年 平成 22 年 平成 27 年 令和 2 年  

全体 24.8 24.2 24.3 24.5 24.6 

男性 34.8 33.5 32.2 31.8 31.0 

女性 17.0 16.6 17.7 18.3 19.2 

資料：国勢調査（各年） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【高齢者の就業率 国、県、近隣市との比較】                （％） 

区分 全国 愛知県 安城市 岡崎市 碧南市 刈谷市 豊田市 西尾市 知立市 高浜市 

全体 24.7 25.4 24.6 26.0 29.1 24.3 25.0 28.8 22.8 25.8 

男性 33.3 32.9 31.0 33.5 36.0 30.7 31.7 36.3 29.5 32.5 

女性 18.1 19.3 19.2 19.9 23.4 18.9 19.1 22.7 17.1 20.3 

資料：国勢調査（令和２年）  

６ 
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ｎ=1,972

一週間の外出の頻度 7.9 13.7 40.6 35.8 
2.1 

0% 20% 40% 60% 80% 100%

ほとんど外出しない 週１回 週２～４回 週５回以上 無回答

ｎ=1,972

昨年からの外出回数の減少 7.5 28.4 27.4 34.8 
1.9 

0% 20% 40% 60% 80% 100%

とても減っている 減っている あまり減っていない

減っていない 無回答

ｎ=1,972

外出を控えている 36.1 62.0 
1.9 

0% 20% 40% 60% 80% 100%

はい いいえ 無回答

ｎ=1,972

自動車（自分で運転）

徒歩

自動車（人に乗せてもらう）

自転車

電車

路線バス

タクシー

歩行器・シルバーカー

病院や施設のバス

車いす

バイク

電動車いす（カート）

その他

無回答

54.1

42.7

35.5

24.3

11.2

7.8

7.5

6.8

2.0

1.7

1.2

0.9

1.5

2.6

0% 20% 40% 60%

（２）アンケート結果 

■外出（一般高齢者調査） 

一週間の外出の頻度は、「週２～４回」の４０.６％が最も高く、次いで「週５回以上」

が３５.８％となっています。また、「ほとんど外出しない」は７.９％となっています。 

昨年と比べた外出回数は、「減っていない」が３４.８％と最も高く、『減っていない』

（「減っていない」「あまり減っていない」の計）は６２.２％となっています。一方、

『減っている』（「とても減っている」「減っている」の計）は３５.９％となっていま

す。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料：高齢者介護に関するアンケート調査（令和４年） 

 

外出する際の移動手段は、「自動車（自分で運転）」の５４.１％が最も高く、次いで

「徒歩」の４２.７％、「自動車（人に乗せてもらう）」は３５.５％、「自転車」は２４.

３％、「電車」は１１.２％となっています。 

 

 

 

 

  

 

 

 

 

 

資料：高齢者介護に関するアンケート調査（令和４年） 
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ｎ=1,972

（１）ボランティアのグループ

（２）スポーツ関係のグループやクラブ

（３）趣味関係のグループ

（４）学習・教養サークル

（５）介護予防のための通いの場

（６）老人クラブ

（７）町内会・自治会

（８）収入のある仕事

（９）特技や経験を他者に伝える活動

（１）～（９）のいずれにも参加していない

無回答

10.9

20.5

24.3

7.8

8.7

13.6

21.3

23.5

6.5

29.8

8.0

0% 10% 20% 30% 40%

■余暇活動・社会活動（一般高齢者調査） 

一般高齢者の地域活動への参加頻度をみると、「趣味関係のグループ」や「収入のあ

る仕事」への参加が多く見られます。何らかの活動に週１回以上参加している人が約

４６％を占めていますが、いずれにも参加していない人が約３０％となっています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料：高齢者介護に関するアンケート調査（令和４年） 

 

 

（３）懇話会意見 

・移動手段の確保が困難。（保健福祉部会） 

・高齢者は役割を持ちたいと思っているが、持ちにくい状況にある。 

（保健福祉部会） 

・エレベーターがないなどの住宅事情があり、外出しなくなるというケースがあ

る。（保健福祉部会） 

・スマホを持っていても使い方がわからないので、支援してもらえると助かる。 

（保健福祉部会） 

・市のサービス利用や手続き、防災関係、情報提供などにスマホを利用してみたい

と思う。（老人クラブ連合会） 

・老人会によっては、連絡手段としてＬＩＮＥを利用しているところもある。一斉

に連絡できるのでとても便利だと思う。（老人クラブ連合会） 
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ｎ=1,972

筋力を維持・向上すること

腰や膝の痛みが改善すること

認知症の予防

食事・栄養を改善すること

噛む、飲み込むなど口腔機能が

改善すること

うつや閉じこもりの予防

その他

特にない

無回答

67.4

44.8

37.5

28.5

16.0

9.6

1.2

9.2

2.6

0% 20% 40% 60% 80%

認知症に関する相談窓
口の認知度

ｎ=1,972

自身や家族で認知症の
症状のある人

12.0 

26.1 

83.8 

69.3 

4.2 

4.6 

0% 20% 40% 60% 80% 100%

はい いいえ 無回答

 

 

調査からみた高齢者像 

（１）アンケート結果 

■介護予防のために取り組みたいこと（一般高齢者調査） 

介護予防のために取り組みたいことは、「筋力を維持・向上すること」の６７.４％

が最も高く、次いで「腰や膝の痛みが改善すること」は４４.８％、「認知症の予防」 

は３７.５％、「食事・栄養を改善すること」は２８.５％となっています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料：高齢者介護に関するアンケート調査（令和４年） 

 

■認知症について（一般高齢者調査） 

自身または家族で認知症の症状がある人がいるかどうかについては、「はい」が 

１２.０％となっています。 

認知症に関する相談窓口を知っている人の割合は、「はい」が２６.１％となってい

ます。 

 

 

 

 

 

 

資料：高齢者介護に関するアンケート調査（令和４年） 

  

７ 
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ｎ=1,005

自分や配偶者が寝たきりや病気になった時のこと

生活費のこと

自分の健康のこと

配偶者に先立たれること

面倒を見てくれる身寄りがないこと

就労の機会が減ること

住宅のこと

適当な趣味がないこと

話し相手がいないこと

その他

特に不安は感じていない

無回答

57.4

40.1

24.9

21.8

9.9

4.1

3.8

3.7

2.4

2.5

4.2

3.5

0% 20% 40% 60%

若年者 ｎ=1,005

一般高齢者 ｎ=1,972

在宅介護者 ｎ=1,083

37.2 

51.6 

53.9 

14.9 

14.0 

8.9 

4.3 

3.8 

4.4 

2.4 

0.9 

0.7 

40.1 

26.0 

28.5 

1.1 

3.6 

3.5 

0% 20% 40% 60% 80% 100%

自宅 病院 介護施設 その他 わからない 無回答

■老後の不安（若年者調査） 

老後の不安は、「自分や配偶者が寝たきりや病気になった時のこと」の５７.４％が

最も高く、「生活費のこと」は４０.１％、「自分の健康のこと」は２４.９％、「配偶者

に先立たれること」は２１.８％となっています。また、「特に不安は感じていない」

は４.２％となっています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料：高齢者介護に関するアンケート調査（令和４年） 

 

■医療・介護（一般高齢者調査、若年者調査） 

人生の最期を迎えたい場所は、一般高齢者調査と在宅介護者調査では「自宅」が最

も高く、若年者調査では「わからない」が最も高くなっています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料：高齢者介護に関するアンケート調査（令和４年） 
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ｎ=1,005

ｎ=1,972

若年者

一般高齢者

42.3 

55.7 

56.5 

39.7 

1.2 

4.6 

0% 20% 40% 60% 80% 100%

ある ない 無回答

ｎ=1,005若年者

一般高齢者 ｎ=1,972

3.2 

1.6 

12.9 

21.6 

83.0 

72.7 

0.9 

4.2 

0% 20% 40% 60% 80% 100%

よく知っている 聞いたことはある まったく知らない 無回答

人生の最終段階の医療・介護について考えたことが「ある」人は、一般高齢者調査

が５５.７％、若年者調査が、４２.３％となっています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料：高齢者介護に関するアンケート調査（令和４年） 

 

 

■アドバンス・ケア・プランニング（ＡＣＰ、愛称：人生会議）（一般高齢者調査、若

年者調査） 

アドバンス・ケア・プランニング（ＡＣＰ、愛称：人生会議）の言葉の認知度（「よ

く知っている」「聞いたことはある」の計）は、一般高齢者調査が２３.２％、若年者

調査が１６.１％となっています。一方、「まったく知らない」は、一般高齢者調査が

７２.７％、若年者調査が８３.０％となっています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料：高齢者介護に関するアンケート調査（令和４年） 
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若年者 ｎ=1,005

一般高齢者 ｎ=1,972

在宅介護者 ｎ=1,083

1.8 

2.5 

2.5 

24.5 

33.5 

39.6 

72.7 

60.4 

53.0 

1.0 

3.6 

4.9 

0% 20% 40% 60% 80% 100%

詳しく話し合ったことがある 一応、話し合ったことがある

まったく話し合ったことがない 無回答

アドバンス・ケア・プランニングについて、家族等や医療関係者と『話し合ったこ

とがある』（「詳しく話し合ったことがある」「一応、話し合ったことはある」の計）は、

在宅介護者調査が４２.１％、一般高齢者調査が３６.０％、若年者調査が、２６.３％

となっています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料：高齢者介護に関するアンケート調査（令和４年） 

 

 

（２）懇話会意見 

・話し相手や買い物の一部への支援など、日常生活におけるちょっとした支援が欲

しい。（保健福祉部会） 

・書類の整理や内容の理解が難しい。（保健福祉部会） 

・庭の手入れ、高いところでの作業などへの支援が欲しい。（保健福祉部会） 
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ｎ=1,083

介護保険サービス
の利用状況

76.2 18.5 5.4 

0% 20% 40% 60% 80% 100%

利用した 利用していない 無回答

ｎ=825

通所介護

ショートステイ

訪問看護

通所リハビリテーション

訪問介護

訪問リハビリテーション

訪問入浴介護

居宅療養管理指導

定期巡回・随時対応型訪問介護看護

小規模多機能型居宅介護

看護小規模多機能型居宅介護

夜間対応型訪問介護

64.4

30.5

19.9

17.4

14.8

13.7

12.9

10.7

7.9

3.4

2.4

1.9

0% 20% 40% 60% 80%

介護保険サービスの利用状況とニーズ 

（１）アンケート結果 

■在宅の要介護者の介護保険サービスの利用状況と利用意向（在宅介護者調査） 

１か月間の介護保険サービス利用の有無については、「利用した」が７６.２％、「利

用していない」が１８.５％となっています。 

 

 

 

 

 

資料：高齢者介護に関するアンケート調査（令和４年） 

 

 

介護保険サービス別の利用状況については、『利用した』（利用回数・日数のある選

択肢の回答率の合計）が最も高いのは「通所介護」で６４.４％となっています。次い

で「ショートステイ」は３０.５％、「訪問看護」は１９.９％、「通所リハビリテーシ

ョン」は１７.４％となっています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料：高齢者介護に関するアンケート調査（令和４年）  

８ 
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ｎ=1,083

介護老人福祉施設（特養）やグ

ループホームなどの介護保険施設

短期入所生活介護・短期入所療養

介護（ショートステイ）

福祉用具貸与・購入費支給

通所介護（デイサービス）

小規模多機能型居宅介護

・看護小規模多機能型居宅介護

住宅改修費支給

訪問入浴介護

通所リハビリテーション（デイケ

ア）

訪問リハビリテーション

訪問看護

訪問介護（ホームヘルプサービ

ス）

居宅療養管理指導

特にない（いままでどおりでよ

い）

無回答

18.7

18.3

11.9

8.9

7.0

6.6

6.0

5.5

4.5

4.2

3.8

1.7

37.6

7.8

0% 10% 20% 30% 40%

ｎ=825

今後の介護保険サービスの
利用意向

3.4 

28.0 59.3 

1.0 

4.4 

3.8 

0% 20% 40% 60% 80% 100%

大幅に利用回数を増やしたい もう少し利用回数を増やしたい

現在の利用回数で十分である もう少し利用回数を減らしたい

大幅に利用回数を減らしたい その他

無回答

新たに利用したい介護保険サービスは、「特にない（いままでどおりでよい）」 

の３７.６％が最も高くなっています。利用したいサービスとしては、「介護老人福祉

施設やグループホームなどの介護保険施設」の１８.７％が最も高く、次いで「短期

入所生活介護・短期入所療養介護（ショートステイ）」は１８.３％、「福祉用具貸与・

購入費支給」は１１.９％、「通所介護（デイサービス）」は８.９％となっています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

今後の介護保険サービスの利用意向については、「現在の利用回数で十分である」

の５９.３％が最も高く、次いで「もう少し利用回数を増やしたい」は２８.０％とな

っています。 

 

 

 

 

 

 

 

資料：高齢者介護に関するアンケート調査（令和４年） 
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ｎ=1,005

家族等に受けさせたい
介護

3.9 

52.5 26.5 15.6 
1.5 

0% 20% 40% 60% 80% 100%

なるべく家族のみで、自宅で介護したい

介護保険サービスや福祉サービスを活用しながら自宅で介護したい

老人ホームや病院などに入所（入院）させたい

わからない

無回答

■家族等に受けさせたい介護（若年者調査） 

家族等に介護が必要となった際、「介護保険制度のサービス（ホームヘルパー等）

や福祉サービスを活用しながら自宅で介護したい」の５２.５％が最も高くなってい

ます。 

 

 

 

 

 

 

 

資料：高齢者介護に関するアンケート調査（令和４年） 

 

 

（２）懇話会意見 

・認定の結果が遅く、希望するサービスや適したサービスが利用できない現状があ

る。（保健福祉部会） 

・デイサービスの撤退が相次いでおり、思うように利用できない。（保健福祉部会） 

・慢性的に介護人材が不足している。（グループホーム事業所代表） 

・夜勤ができる人材が不足している。（グループホーム事業所代表及び特別養護老人

ホーム及び老人保健施設事業所代表） 

・管理職ができる人材がいない。（グループホーム事業所代表） 

・職員による紹介制度があるが活用されていない。（特別養護老人ホーム及び老人保

健施設事業所代表） 

・職員が定着しないという問題がある。（特別養護老人ホーム及び老人保健施設事業

所代表） 
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第３章：基本理念・基本目標 

基本理念 

 

第９次安城市総合計画に掲げられている目指す都市像である 

「ともに育み、未来へつなぐ しあわせ共創都市 安城」を目指すと同時に、 

◆ 市民が自助努力していく観点から「生きがい」 

◆ 市民・地域が共助する社会の構築に向け「ふれあい」 

◆ 行政が公助のシステムを責任を持って構築する「安心」 

これらの「生きがい」「ふれあい」「安心」をキーワードとし、プライバシーや個人

の尊厳が保たれ、健康で、生きがいを持って住み慣れた地域で安心して暮らし、さら

に、制度・分野ごとの「縦割り」や「支え手」「受け手」という関係を超えて、住民や

地域の多様な主体が参画し、人と人、人と資源が世代や分野を超えつながることで、

住民一人ひとりの暮らしと生きがい、地域をともに創っていく地域共生社会の実現を

目指します。 

そして、一人ひとりが適切な支援を受け、住み慣れた地域で暮らし続けることがで

きるよう、「医療」「介護」「予防」「住まい」「生活支援」が一体的に提供され、地域住

民主体の見守り・健康づくり・生活支援といった支え合い活動を専門職、社協、市等

の関係者が連携し、一緒に取り組む『安城市版地域包括ケアシステム』を深化・推進

していきます。 

こうした考え方を踏まえ、この計画の基本理念を次のように掲げます。 

 

 

 

健康で、生きがい・ふれあい・安心を育むまち 
 

  

１ 

基本理念 
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基本目標 

（１）健康と生きがいづくり、介護予防の推進 

介護予防・日常生活支援総合事業を推進し、高齢者等が要介護状態等となることを予

防します。同時に、若い時期から健康づくりに関心を持って取り組むことができるよう

支援するとともに、生涯学習やスポーツ、社会参加等による生きがいづくりを支援し、

健康づくりや介護予防につなげます。 

 

１－１ 介護予防と生活支援の充実 

・多様な介護予防・生活支援サービスを推進する 

・介護予防への関心を高め、参加や取り組みを促進する 

・社会参加を通じて高齢者の生きがいを高める 

１－２ 健康づくりの推進 

・一人ひとりの意識を高め、健康づくりを実践する 

・若い時期からのフレイル予防を推進する 

１－３ 生きがいづくりの支援 

・教養の向上や趣味・スポーツ等に取り組み、健康や生きがいにつなげる 

 

 

（２）地域でふれあい、安心して生活できるまちづくりの推進 

高齢者が、住み慣れた地域で安心して生活を継続できるよう、住民主体の地域福祉活

動や在宅生活への支援、高齢者に適した住まいの整備、災害や犯罪等から高齢者を守る

取り組み等を進めます。 

また、認知症施策、家族介護者への支援、医療と介護の連携、権利擁護、多様な相談

に応じる体制の充実を進め、地域での生活の継続を支援します。 

 

２－１ 住民主体の地域福祉活動の支援 

・地域におけるつながりを深め、安心して暮らせるよう、地域福祉活動を支援する 

２－２ 在宅生活の支援 

・介護保険サービス等では対応が困難なニーズに対応し、高齢者が地域で自立した

生活を送れるように支援する 

・高齢者に適した住宅等の整備を促進する 

・防災・減災対策を充実させる 

・高齢者を狙った犯罪被害、交通事故を防止する 

 

 

 

 

２ 
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２－３ 認知症施策の推進 

・認知症になっても住み慣れた地域で安心して暮らせるまちをつくる 

２－４ 介護者に対する支援 

・介護者の負担を軽減する 

・複雑かつ複合的な地域生活課題を抱えている世帯に対応できる相談体制を強化

する 

２－５ 医療と介護連携の推進 

・在宅医療・介護を切れ目なく提供できる体制を強化する 

２－６ 権利擁護等 

・権利擁護の観点から支援が必要な高齢者を適切に支援する 

 

 

（３）介護保険サービスの質の向上と制度の円滑な運用 

介護が必要な状態となっても、可能な限り住み慣れた地域や自宅でその人らしい生

活を送ることができるよう、中学校区で設定した８つの日常生活圏域を考慮したうえ

で、介護保険サービス基盤の整備を進めます。 

近年、人材の不足が問題視されている介護人材の確保や離職防止に努めるとともに、

介護保険制度の持続可能性の確保の観点から、介護給付等費用適正化事業等に取り組

みます。 

また、介護保険制度の円滑な運用をめざして、事業者への情報提供を行うとともに、

計画に基づく取り組みの成果の評価を行います。 

 

３－１ 介護人材の確保・離職防止 

・介護人材を確保し、専門性の向上を目指す 

・介護現場の業務効率化と職場環境の改善を支援する 

３－２ 的確で質の高いサービスの提供 

・不正、不適切なサービス事例を改善し、的確なサービス提供を実現する 

・介護サービスが必要な人への適切な利用を促進する 

・ケアマネジメントの質を高める 

３－３ 介護保険事業の円滑な運営 

・事業者への情報提供などにより介護保険事業の円滑な運営を実現する 

・会議等を設置し、計画の進捗状況や介護保険事業の運営状況を協議する 

３－４ 保険者機能の強化 

・各種データ実績等を用いて取り組みの成果を確認し、計画の進行状況を評価して、

今後の事業等に生かす 

・市の方針等を各事業者に伝え、介護保険サービスの質の向上と制度の円滑な運用

を図る 
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計画の体系 

 

※重点欄の●印は、重点施策であることを示しています。 

 

１ 

健康と生きがいづくり、 

介護予防の推進 

重点 施策 

● １－１ 介護予防と生活支援の充実 

 １－２ 健康づくりの推進 

 １－３ 生きがいづくりの支援 

 

２ 

地域でふれあい、安心して 

生活できるまちづくりの推進 

重点 施策 

 ２－１ 住民主体の地域福祉活動の支援 

● ２－２ 在宅生活の支援 

 ２－３ 認知症施策の推進 

● ２－４ 介護者に対する支援 

 ２－５ 医療と介護連携の推進 

 ２－６ 権利擁護等 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

３ 

介護保険サービスの質の向上

と制度の円滑な運用 

重点 施策 

● ３－１ 介護人材の確保・離職防止 

● ３－２ 的確で質の高いサービスの提供 

 ３－３ 介護保険事業の円滑な運営 

 ３－４ 保険者機能の強化 

３ 
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重点施策 

国が示す第９期計画の基本指針や、本計画の第２章でみてきたような本市の現状を

踏まえ、高齢者のニーズに応えるための取り組みを具体的に明確化し、地域に求められ

る介護をするために、計画期間において特に注力して課題の解決にあたる取り組みを

基本目標ごとに「重点施策」として位置づけます。 

 

基本目標１ 健康と生きがいづくり、介護予防の推進 

重点 １－１ 介護予防と生活支援の充実 

介護予防とは、高齢者が要介護状態になることをできるだけ遅らせるか、防ぐために

行う取り組みです。本市では、要介護者の認定率は、伸びていないものの、認定者数は、

徐々に増えてきています。今後、さらなる高齢化が進む中で、介護予防・日常生活支援

総合事業を推進するとともに、高齢者が、健康づくりや生きがいづくりを通じて、自分

らしく暮らしながら健康で元気に過ごすことができるよう、生活支援の体制を充実し

ていく必要があります。 

 

基本目標２ 地域でふれあい、安心して生活できるまちづくりの推進 

重点 ２－２ 在宅生活の支援、２－４ 介護者に対する支援 

人生の最期を迎えたい場所は、「自宅」が最も高くなっています。しかし、自宅で介

護を受ける場合は、家族の協力が必要不可欠です。本市では、住み慣れた地域で安心し

て生活を継続できるよう、在宅生活の支援の充実を図ります。そして、家族介護者の負

担を軽減するための支援を行い、介護の分野だけでは対応が困難な複雑かつ複合的な

地域生活課題を抱えている世帯に対応できる相談体制を整備します。 

 

基本目標３ 介護保険サービスの質の向上と制度の円滑な運用 

重点 ３－１ 介護人材の確保・離職防止、３－２ 的確で質の高いサービスの提供 

  適切なサービスを提供するために、サービスの提供に当たる事業者は、人員、設備、

運営に関する基準や報酬算定基準を遵守することが必要です。本市では、県や介護サ

ービス事業者等と連携し、多様な介護人材の確保・離職防止に取り組みます。そして、

介護給付適正化事業に取り組み、介護事業者に対して適切に指導・監督を行います。ま

た、介護現場の負担軽減、サービスの質の向上・生産性の向上を目的として、生成ＡＩ

やデジタル技術、介護ロボットの活用を図ります。 
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第４章 施策・個別事業 

１ 健康と生きがいづくり、介護予防の推進 

介護予防と生活支援の充実 

 

 

 

 多様な実施主体による介護予防・生活支援サービスの提供体制を構築し、生活支援ニ

ーズの増加に対応するとともに、高齢者が社会参加の機会や社会的役割を持つこと

で生きがいを感じ、介護予防につながるよう、支援体制の充実を図ります。 

 

 

 地域の支え合い体制を基盤としたサービス提供体制の整備と、介護予防ケアマネジ

メント能力の向上を両輪とし、介護予防・日常生活支援総合事業を推進します。 

 介護予防アセスメントへのリハビリ専門職（理学療法士、作業療法士等）の関与の促

進とともに、地域包括支援センターにおけるプランナーの人材確保等を進め、アセス

メントの質の向上を図ります。 

 介護保険サービスに限定したケアマネジメントではなく、多様な資源の組み合わせ

や発掘、あるいは新規開発も含めて、その人に必要な支援を考えるケアマネジメント

を推進します。 

 

 

No. 事業名 内容 関係課 

１-１-９ 

地域リハビリテ

ーション活動支

援事業 

地域の介護予防活動の担い手の育成や

支援を必要とする人への対応力の向

上、介護予防の取組みを強化するため、

住民主体の「通いの場」へのリハビリ専

門職等による助言を実施します。 

また、高齢者の自立した生活を実現す

るため、地域包括支援センターが介護

予防アセスメントをする際にリハビリ

専門職が同行訪問し、適切なアセスメ

ント、目標設定等を支援します。 

高齢福祉課 

事業量 
実績 目標 

令和３年度 令和４年度 令和８年度 

地域リハビリテ

ーション活動支

援事業実施数

（回） 

１２９回 １３０回 １５０回 

施策の目的 

施策内容 

主な個別事業 

１－１ 
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No. 事業名 内容 関係課 

１-１-１１ 

生活支援サービ

スの体制整備 

生活支援コーディネーターを中心に、

日常生活圏域において生活支援ネット

ワーク会議を開催して高齢者の生活ニ

ーズ等を協議し、地域資源の発掘と介

護予防・生活支援サービスの創出を行

います。 

市域全体の生活支援体制を推進するた

め、「あんじょうコミュニティＥＸＰ

Ｏ」を開催し高齢者、地域のニーズと民

間企業等のサービスのマッチングや新

たなサービスの創出を推進します。 

高齢福祉課 

社会福祉協

議会 

事業量 
実績 目標 

令和３年度 令和４年度 令和８年度 

認定者、事業対

象者を主な対象

とした住民活動 

（団体数） 

１１団体 １２団体 １６団体 
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健康づくりの推進 

 

 

 

 心身の健康を維持しいきいきとした生活を送るために、社会全体で相互に支え合い、

市民一人ひとりの健康に対する意識の向上と健康づくりの実践を推進します。 

 

 

 

 各種健康診査の受診を働きかけ、市民一人ひとりの自身の健康状態への気づきを促

し、健康づくりの実践を支援します。 

 高齢者の個別的支援と「通いの場」等への関与を両輪で取り組み、保健事業と介護予

防の一体的な実施を図ります。 
 

 

 

No. 事業名 内容 関係課 

１-２-１ 

後期高齢者医療

健康診査・特定

健康診査 

生活習慣病等の疾病予防を目的とした

健康診査を実施します。 

【対象】後期高齢者医療健康診査：後期

高齢者医療制度加入者、特定健康診査：

４０～７４歳の安城市国民健康保険加

入者 

国保年金課 

健康推進課 

事業量 
実績 目標 

令和３年度 令和４年度 令和８年度 

後期高齢者医療

健康診査実施率

（％） 

４４．５％ ４５．１％ ４８．０％ 

 

No. 事業名 内容 関係課 

１-２-２ 

高齢者の保健事

業と介護予防の

一体的な実施 

医療・健診・介護等のデータを活用した

地域の健康課題の分析に基づき、個別

的支援（ハイリスクアプローチ）と通い

の場への積極的な関与（ポピュレーシ

ョンアプローチ）を行い、後期高齢者の

保健事業と介護予防事業について、一

体的に実施します。 

「介護予防把握事業」（１-１-６）と「地

域介護予防活動支援事業」（１-１-８）

と連携して実施します。 

国保年金課 

高齢福祉課 

社会福祉協

議会 

健康推進課 

 

 

 

 

施策の目的 

施策内容 

１－２ 

主な個別事業 
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No. 事業名 内容 関係課 

１-２-３ 健康相談 

健康上の不安や生活習慣改善等の相談

に応じる保健相談と、栄養や食生活改

善のための栄養相談を行っています。

こころの悩みがある家族への接し方に

困っている市民に対し、「家族のための

こころホッと相談日」を設けています。 

健康推進課 
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生きがいづくりの支援 

 

 

 

 高齢者が、趣味、スポーツ、教養等にいきいきと取り組むことができるよう支援し、

健康づくりや生きがいづくりにつなげます。また、高齢者が持つ豊富な経験、知識、

技能を活かして、地域社会の活性化や地域課題への対応に取り組みます。 

 

 

 

 高齢者の生涯学習活動の機会について、効果的な周知方法や学習ニーズに応じたテ

ーマや開催形態、指導者の育成を検討し、生涯学習活動を促進します。 

 高齢者が「支える側」として活躍できる場を創出し、高齢者の生きがいづくりを図る

ことにより、地域社会の活性化を目指します。 

 高齢者がスマートフォン等を活用して社会参加の機会が増えるよう支援します。 
 

 

 
 

No. 事業名 内容 関係課 

１-３-４ 

高齢者社会参加

促進事業 

あんくるバスの乗車料金相当額を助成

して無料とすることにより、社会参加

を促進します。 

【対象】７５歳以上の高齢者 

高齢福祉課 

事業量 
実績 目標 

令和３年度 令和４年度 令和８年度 

あんくるバス後

期高齢者月平均

利用者数（人） 

１１，４９４人 １３，４５５人 １９，６９９人 

 

No. 事業名 内容 関係課 

１-３-９ 

シルバーカレッ

ジ 

幅広いカリキュラムで２年間（年２３

回程度）の連続講座を開催します。 

【対象】６０歳以上の市民 

生涯学習課 

事業量 
実績 目標 

令和３年度 令和４年度 令和８年度 

シルバーカレッ

ジのクラス数

（クラス） 

２クラス ２クラス ２クラス 

  

施策の目的 

施策内容 

１－３ 

主な個別事業 
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No. 事業名 内容 関係課 

１-３-１０ 

地域における高

齢者スポーツの

推進 

スポーツをすることで、現在の健康を

保持・増進することを目的として、「高

齢者向けスクール」「歩け・ランニング

運動」「おはよう！ふれあいラジオ体操

会」等の事業を実施します。 

スポーツ課 

事業量 
実績 目標 

令和３年度 令和４年度 令和８年度 

高齢者向けスク

ールの参加者数

（人） 

９３人 ９１人 １２０人 

歩け・ランニン

グ運動の参加者

数（人） 

６，８４６人 ７，０４５人 ７，７００人 

おはよう！ふれ

あいラジオ体操

会の参加者数

（人） 

９，５０６人 １５，３９１人 ２０，０００人 

 

No. 事業名 内容 関係課 

１-３-１４ 

スマホ講座の開

催等によるデジ

タル活用支援の

実施 

高齢者をはじめとした誰もがデジタル

機器・サービスを活用（デジタル活用）

することで、多様な価値観やライフス

タイルを持ちつつ豊かな人生を享受で

きるよう、スマホ講習会・相談会の開催

やガイドブックの作成によりデジタル

活用に向けた支援を実施します。 

経営情報課 
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２ 地域でふれあい、安心して生活できるまちづくりの推進 

住民主体の地域福祉活動の支援 

 

 

 住み慣れた地域で安心して生活ができるよう、住民主体の地域福祉活動を支援し、地

域における人のつながりや支え合いの深化を図ります。 

 

 町内福祉委員会による、町内福祉活動計画に基づく活動を支援します。 

 買い物代行や通院の付き添い、ごみ出しなどの小さな困り事に対応するため、多様な

主体による有償ボランティア活動（ワンコインサービス等）などの取組みの立ち上げ

や継続的な運営を金銭的、技術的に支援します。 また、市内の民間事業者の社員や

利用者用の送迎バスの空席を移動制約者向けに利用するなど、公民連携型の移動支

援について研究します。 

 地域のふれあい、人のつながりを感じられる地域活動を推進します。 

 

 

No. 事業名 内容 関係課 

２-１-３ 
地域見守り活動

の推進 

安心して暮らせる地域づくりを進める

ため、町内福祉委員会を中心とした近

隣住民による見守り活動の推進を図り

ます。 

社会福祉協

議会 

 

No. 事業名 内容 関係課 

２-１-４ 

サロンの開催支

援 

地域住民相互の交流や仲間づくり、介

護予防、地域での見守り活動の推進の

ため、町内福祉委員会及び地域ボラン

ティアグループによる身近な地域での

サロン等の開催を支援します。 

社会福祉協

議会 

事業量 
実績 目標 

令和３年度 令和４年度 令和８年度 

月１回以上開催

のサロン数 
１９５団体 ２０７団体 ２１０団体 

 

No. 事業名 内容 関係課 

２-１-６ 

高齢者見守り事

業者ネットワー

ク事業 

市、社協、協力事業者が相互に連携を図

り、協力事業者が通常の事業活動の中

で異変のある高齢者及び支援を必要と

する高齢者を早期に発見するなど、地

域社会全体で高齢者を見守る体制を構

築します。 

高齢福祉課 

施策の目的 

施策内容 

２－１ 

主な個別事業 
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在宅生活の支援 

 

 

 高齢者が住み慣れた地域で安全・安心に自立した日常生活を送ることができるよう、

きめ細かな在宅支援サービスの提供、高齢者に適した住宅等の整備に取り組み、在宅

生活の支援の充実を図ります。 

 

 

 ひとり暮らし高齢者等に対する各種サービス内容の検証を行い、継続的かつ効果的

な在宅生活支援サービスの提供を図ります。 

 移動が困難であっても、利用できる移動スーパー、オンラインショッピングなど既存

サービスの周知及び活用方法の啓発を行います。 

 高齢者が多様な住み方を選択できるよう、住宅・福祉・介護関係者で住まいに関する

取り組みを検討します。 
 

 

 

No. 事業名 内容 関係課 

２-２-１ 

高齢者外出支援

サービス事業 

●一般タクシーの利用料金の一部を助

成します。 

【対象】要介護又は要支援で車を運転

できない在宅高齢者 

 

●車椅子用昇降機やストレッチャー用

昇降機を装備したタクシーの利用料金

の一部を助成します。 

【対象】要介護１以上で、通常の自動車

に乗れない在宅高齢者 

高齢福祉課 

事業量 
実績 目標 

令和３年度 令和４年度 令和８年度 

高齢者外出支援

サービス事業 

チケット交付者 

数（人） 

１，４８２人 １，７７１人 ２，０８８人 

 

 

 

 

  

施策の目的 

施策内容 

２－２ 

主な個別事業 
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No. 事業名 内容 関係課 

２-２-２３ 

防犯啓発活動の

推進 

高齢者を対象とした防犯教室を開催す

るとともに、防犯ボランティアリーダ

ーによる地域での啓発活動により、高

齢者に様々な防犯活動への参加の機会

を提供します。 

市民安全課 

事業量 
実績 目標 

令和３年度 令和４年度 令和８年度 

高齢者対象の防

犯教室の参加者

数（人） 

３８０人 ８４９人 １，０５０人 

 

No. 事業名 内容 関係課 

２-２-２４ 

交通安全啓発活

動の推進 

高齢者を対象とした交通安全教室を開

催するとともに、交通安全リーダー及

び各老人クラブ会員の希望者を対象と

した交通安全研修会を開催することに

より、交通安全意識の高揚を図り、交通

事故撲滅を図ります。 

市民安全課 

事業量 
実績 目標 

令和３年度 令和４年度 令和８年度 

交通安全教室参

加者数（人） 
４２５人 ５３５人 ９２０人 

交通安全研修会

参加者数（人） 
２７人 ９５人 １１０人 
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認知症施策の推進 

 

 

 

 認知症の人とその家族の視点を重視しながら、認知症になっても住み慣れた地域で

安心して暮らせるまちづくりを行います。 

 

 

 

 「認知症サポーター養成講座」及び「ステップアップ講座」を実施するとともに、講

座開催後の地域支援活動につなげる仕組みである「チームオレンジ」を充実します。 

 認知症の人を含めた市民一人ひとりがその個性と能力を十分に発揮し、相互に人格

と個性を尊重しつつ支え合いながら共生する活力ある社会の実現を推進します。 
 

 
 
 

No. 事業名 内容 関係課 

２-３-３ 

認知症サポータ

ーの養成と活用 

キャラバン・メイト養成研修修了者が、

地域や職域の集まり、学校、児童クラブ

等に出向き認知症サポーター養成講座

を開催します。また、「チームオレンジ」

の充実に向けて、認知症サポーターに

「ステップアップ講座」を開催し、支え

手として地域における活躍の場をつく

ります。 

高齢福祉課 

事業量 
実績 目標 

令和３年度 令和４年度 令和８年度 

認知症サポータ

ー養成講座（回） 
１１回 ２３回 ２５回 

認知症サポータ

ーステップアッ

プ講座修了者数

（累計：人） 

９７人 １１５人 １７５人 

 

 

  

施策の目的 

施策内容 

２－３ 

主な個別事業 
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介護者に対する支援 

 

 

 

 地域での支え合いや住み慣れた家庭での介護につながるよう、介護者の身体的・精神

的・経済的負担の軽減に取り組むとともに、複雑かつ複合的な地域生活課題を抱えて

いる世帯に対応できる相談体制を強化し、家族介護者に対する支援と在宅で介護を

必要とする人がより良い生活を送れるように支援します。 

 

 

 

 家族介護者に対する助成・手当について、民生委員及びケアマネジャーと連携し、申

請方法を含めた事業内容の周知を行います。 

 介護の分野だけでは対応が困難な複雑かつ複合的な地域生活課題を持つ世帯に対し、

包括的に相談支援を行える体制を整備します。 

 

 

 

No. 事業名 内容 関係課 

２-４-１ 

在宅ねたきり高

齢者等介護人手

当事業 

在宅ねたきり高齢者等を介護している

人をねぎらうために、介護人手当を支

給します。 

【対象】市内居住の６５歳以上で３か

月以上ねたきり又は同程度の介護を要

する認知症状態が続いている人を介護

している人 

高齢福祉課 

 

No. 事業名 内容 関係課 

２-４-３ 

介護者のつどい

（家族介護支援

事業） 

介護者が日頃の悩みや不安を相談する

とともに、レクリエーションや講座等

を行い、お互いの情報交換や仲間づく

りの場を提供します。 

社会福祉協

議会 

 

 

  

施策の目的 

施策内容 

２－４ 

主な個別事業 
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医療と介護連携の推進 

 

 

 

 医療と介護のニーズを併せ持つ高齢者を地域で支えていくため、医師、歯科医師、薬

剤師、看護師、リハビリ専門職、介護専門職が協働し、在宅医療・介護を切れ目なく

提供できる体制を強化します。 

 

 

 在宅医療に関する相談体制の充実と防災や感染症対策についての周知啓発やＩＣＴ

を活用した情報連携を推進して医療・介護・福祉などの専門職相互の連携を強化し、

持続可能な在宅医療・介護の提供体制を整備します。 

 看取り体制の強化やＡＣＰ（人生会議）の理解促進を目的とした研修等の取り組みを

行うことで多職種の連携強化を図りながら、市民が人生の最終段階におけるケアの

在り方や在宅での看取りについての理解を深められるようガイドブック等を配布し

市民への啓発に努めます。 

 入退院連携の手引き等を活用し、入退院時に多職種が適時・適切に情報共有し、連携

を図りながら、本人・家族の意思決定支援を継続的に行えるよう環境を整備します。 

 

 

No. 事業名 内容 関係課 

２-５-２ 

看取り体制構築

のための研修と

市民啓発 

看取り体制の構築のため、専門職にお

けるＡＣＰ（人生会議）の理解や取り組

み方法、情報の共有等の体制を構築し

ます。また、市民にガイドブック等を配

布し、ＡＣＰ（人生会議）に取り組める

よう支援します。 

高齢福祉課 

 

No. 事業名 内容 関係課 

２-５-３ 

ＩＣＴを活用し

た情報連携 

「サルビー見守りネット」を活用した

情報連携のほか、オンライン会議を活

用した入院・退院カンファレンスやサ

ービス担当者会議を実施できる体制整

備を推進します。 

高齢福祉課 

事業量 
実績 目標 

令和３年度 令和４年度 令和８年度 

サルビー見守り

ネット登録療養

者数（人） 

４６０人 ６１４人 １，０００人 

 

施策の目的 

施策内容 

２－５ 

主な個別事業 
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権利擁護等 

 

 

 

 虐待や認知症等により、権利擁護の観点から支援が必要な高齢者に対して、適正な支

援を行います。 

 

 

 市と地域包括支援センターが関係機関と連携して高齢者への虐待を防止するととも

に、介護者の負担等を軽減するための助言や援助を行います。 

 成年後見制度利用支援事業を実施するとともに、市の地域福祉計画に包含されてい

る「安城市成年後見制度利用促進計画」に基づき支援体制等の整備等に取り組み、成

年後見制度等の利用を促進します。 
 

 

 

No. 事業名 内容 関係課 

２-６-３ 

成年後見制度利

用支援事業（市

長申立て） 

特別の理由がある場合に限り、親族に

代わり市長が成年後見制度（法定後見

制度）の利用の申立てを行います。ま

た、成年後見人等への報酬を支払うこ

とが困難である生活保護受給者等に対

し、報酬分を助成します。 

【対象】６５歳以上で認知症等により

判断能力が不十分なため、申立てを行

うことが困難であり、かつ親族等がい

ない人 

高齢福祉課 

 

No. 事業名 内容 関係課 

２-６-４ 

成年後見支援事

業（相談支援、

啓発及び法人後

見事業） 

認知症等により判断能力の不十分な人

の権利を守るための成年後見制度を市

民に広く周知するとともに、制度に関

する相談や助言を行います。社協に中

核機関事業を委託し、成年後見制度の

利用促進を図ります。また、家庭裁判所

の審判に基づき、社協が法人として後

見業務を行います。 

社会福祉協

議会 

高齢福祉課 

 

 

 

 

施策の目的 

施策内容 

２－６ 

主な個別事業 
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３ 介護保険サービスの質の向上と制度の円滑な運用 

介護人材の確保・離職防止 

 

 

 

 介護人材を広く確保し、専門性の向上をめざすとともに、介護現場の業務効率化と職

場環境の改善を支援し、離職防止に取り組みます。 

 

 

 

 県や介護サービス事業所等と連携し、多様な介護人材の確保・育成に取り組みます。 

 介護職員へのハラスメント防止に関するセミナーの実施等により、職場環境の改善

を図ります。 

 

 

 
 

No. 事業名 内容 関係課 

３-１-４ 

介護関連資格取

得等補助 

介護関連資格取得等にかかる経費に対

し、補助金を交付することにより、職員

のキャリアアップを支援します。 

高齢福祉課 

事業量 
実績 目標 

令和３年度 令和４年度 令和８年度 

介護関連資格取

得補助事業交付

件数（件） 

２件 ７件 １０件 

 

No. 事業名 内容 関係課 

３-１-５ 
介護人材確保支

援 

介護人材確保のため、介護事業所で働

く人の就労支援を検討・推進します。 
高齢福祉課 

 

 

 

 

 

 

 

  

施策の目的 

施策内容 

３－１ 

主な個別事業 
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的確で質の高いサービスの提供 

 

 

 

 介護保険制度への信頼性を高め、持続可能性を確保するため、介護サービス提供事業

者に対して不正・不適切な介護サービス事例について改善を求め、的確で質の高いサ

ービスの提供を図ります。また、必要とする人に適切な介護サービスが提供されるよ

う、サービス利用の促進を図ります。 

 

 

 「愛知県介護給付適正化計画」に基づき、介護給付適正化事業に取り組みます。 

 介護事業所に対して適切に実施指導を行います。 

 愛知県の補助事業に基づき、生成ＡＩ等のデジタル技術の活用や介護ロボット導入

の促進を図ります。 

 

 
 

No. 事業名 内容 関係課 

３-２-１ 

介護給付等費用

適正化事業 

主要事業と位置づけられた「認定調査

状況チェック」「ケアプランチェック」

「住宅改修等の点検」「医療情報との突

合・縦覧点検」等を行います。 

高齢福祉課 

事業量 
実績 目標 

令和３年度 令和４年度 令和８年度 

ケアプランチェ

ック実施事業者

数（か所／年） 

６か所 １１か所 １０か所 

 

No. 事業名 内容 関係課 

３-２-２ 

介護サービス事

業者等への指

導・監督 

市が保険者として制度説明等を行う集

団指導だけでなく、介護報酬請求につ

いて指導する運営指導を行います。ま

た、指定基準違反や不正請求の疑いが

認められる場合は、監査を行います。 

高齢福祉課 

事業量 
実績 目標 

令和３年度 令和４年度 令和８年度 

介護サービス事

業者等への運営

指導数（件） 

１４件 ３８件 ５２件 

 

施策の目的 

施策内容 

３－２ 

主な個別事業 
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介護保険事業の円滑な運営 

 

 

 

 本計画の進捗管理や介護保険事業の運営状況について、介護保険・地域包括支援セン

ター運営協議会、地域密着型サービス運営委員会において協議し、介護保険事業の効

果的かつ効率的な運営や事業所提供サービスの質の向上を図ります。 

 

 

 

 介護保険・地域包括支援センター運営協議会において、本計画の進捗管理を毎年実施

します。 

 

 地域密着型サービス運営委員会において、事業者の運営評価を行います。 

 文書の簡素化・標準化の取り組み、ＩＣＴ等の活用方策の検討等により、介護分野の

文書に係る介護サービス事業者の負担軽減を図ります。 

 

 
 

No. 事業名 内容 関係課 

３-３-１ 

介護保険・地域

包括支援センタ

ー運営協議会 

介護保険の運営状況、あんジョイプラ

ンの進捗管理、地域包括支援センター

の運営に関して協議します。 

高齢福祉課 

 

 

  

施策の目的 

施策内容 

３－３ 

主な個別事業 
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保険者機能の強化 

 

 

 

 各種データ実績を用いた取り組みの成果の評価等により、本計画の進行状況を評価

し、今後の事業等に生かします。 

 市の方針を各事業者に伝え、介護保険サービスの質の向上と制度の円滑な運用を図

ります。 

 

 

 

 計画の目標数値に対する実績値を定期的に把握し、計画値と乖離
か い り

している部分の要

因を考察します。 

 地域包括ケア「見える化」システム等を活用して現状把握と地域分析を行い、市の介

護保険事業の課題や改善点を把握し、市公式ウェブサイトを通じて公表します。 

 自立支援・重度化防止等に資するケアマネジメントに関して市で定めた基本方針を

地域包括支援センターやサービス提供事業者に周知します。 

 

 
 

 

No. 事業名 内容 関係課 

３-４-１ 
あんジョイプラ

ン進捗状況管理 
毎年度実績値を把握し、計画値と乖離

か い り

している部分の要因を考察します。 
高齢福祉課 

 

No. 事業名 内容 関係課 

３-４-２ 
介護保険事業の

改善報告事業 

「見える化」システムを活用して、現状

把握と地域分析を行い、介護保険事業

の課題や改善点を把握し、市公式ウェ

ブサイトを通じて公表します。 

高齢福祉課 

 

No. 事業名 内容 関係課 

３-４-３ 

基本方針の周知

啓発事業 

 

高齢者の自立支援、重度化防止等に資

することを目的としてケアマネジメン

トが行われるよう、安城市におけるケ

アマネジメントに関する基本方針を示

し、介護保険制度の根幹であるケアマ

ネジメントのあり方を保険者と介護支

援専門員で共有し、より良い介護保険

事業の運営を目指します。 

高齢福祉課 

 

施策の目的 

施策内容 

３－４ 

主な個別事業 
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４ 個別事業一覧 
※ 項目名の色が変わっている事業は、主な個別事業になります。 

１ 健康と生きがいづくり、介護予防の推進 

１－１ 介護予防と生活支援の充実 

No. 事業名 内容 関係課 

１-１-１ 
訪問型サービス

事業 

要支援認定者及び事業対象者に、ホー

ムヘルパー、地域住民やボランティア

が自宅を訪問して、日常生活での生活

援助等のサービスを提供します。 

高齢福祉課 

 

No. 事業名 内容 関係課 

１-１-２ 
通所型サービス

事業 

要支援認定者及び事業対象者に、通所

型サービス事業者や住民団体で開催す

る「通いの場」等で生活機能の向上を目

指したサービスを提供します。 

高齢福祉課 

 

No. 事業名 内容 関係課 

１-１-３ 

短期集中型介護

予防サービス 

日常生活に支障のある生活行為を改善

し、介護予防に取り組めるようリハビ

リの専門職が３か月～６か月の短期間

に集中して支援します。なお、効果を高

めるため、サービス終了時に地域の「通

いの場」につなげるなど活動的な生活

を送れるよう、地域包括支援センター、

生活支援コーディネーターと連携し実

施します。 

高齢福祉課 

事業量 
実績 目標 

令和３年度 令和４年度 令和８年度 

短期集中型介護

予防サービス利

用者実人数（人） 

９３人 １００人 １１０人 

 

No. 事業名 内容 関係課 

１-１-４ 
介護予防ケアマ

ネジメント 

地域包括支援センターが要支援認定者

及び事業対象者に対して、総合事業に

よるサービス等が適切に提供できるよ

うに、自立支援の視点によるアセスメ

ントやケアプランの作成等ケアマネジ

メントを行います。 

高齢福祉課 
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No. 事業名 内容 関係課 

１-１-５ 

自立支援サポー

ト会議～みんな

でもう一歩～ 

よくあるプランのケース検討を多職種

で行うことにより、自立型ケアマネジ

メントの強化と多職種の視点によるケ

アの質の向上を目指します。 

高齢福祉課 

事業量 
実績 目標 

令和３年度 令和４年度 令和８年度 

自立支援サポー

ト会議での会議

の件数（件） 

１０件 １０件 １０件 

 

No. 事業名 内容 関係課 

１-１-６ 
介護予防把握事

業 

市や地域包括支援センター等で収集し

た情報（ＫＤＢデータ、基本チェックリ

スト等）を活用して、閉じこもり等の何

らかの支援を要する人を把握し、介護

予防活動へつなげます。 

また、「通いの場」等において、保健師・

リハビリ専門職等によるフレイルチェ

ック等を実施します。 

高齢福祉課 

国保年金課 

健康推進課 

 

No. 事業名 内容 関係課 

１-１-７ 
介護予防普及啓

発事業 

老人クラブや町内会等に保健師等を派

遣し、介護予防、フレイル予防、健康に

関する講話を実施することで、健康に

関する正しい知識の普及と介護予防に

対する意識の高揚を図ります。 

また、広報紙やパンフレットを活用し

た啓発も行います。 

高齢福祉課 

健康推進課 
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No. 事業名 内容 関係課 

１-１-８ 

地域介護予防活

動支援事業 

すべての福祉センターにおいて介護予

防講座（すっきり・しゃっきり健康教室

等）を開催します。町内公民館等に体操

講師等を派遣し、町内健康体操教室に

より筋力維持向上のための体操や認知

症予防のための指導等を行い、健康づ

くりへの意識高揚を図り、要介護状態

等になることを予防します。 

高齢福祉課 

社会福祉協

議会 

事業量 
実績 目標 

令和３年度 令和４年度 令和８年度 

町内健康体操教

室実施か所数

（か所） 

５６か所 ５９か所 ５９か所 

 

No. 事業名 内容 関係課 

１-１-９ 

地域リハビリテ

ーション活動支

援事業 

地域の介護予防活動の担い手の育成や

支援を必要とする人への対応力の向

上、介護予防の取組みを強化するため、

住民主体の「通いの場」へのリハビリ専

門職等による助言を実施します。 

また、高齢者の自立した生活を実現す

るため、地域包括支援センターが介護

予防アセスメントをする際にリハビリ

専門職が同行訪問し、適切なアセスメ

ント、目標設定等を支援します。 

高齢福祉課 

事業量 
実績 目標 

令和３年度 令和４年度 令和８年度 

地域リハビリテ

ーション活動支

援事業実施数

（回） 

１２９回 １３０回 １５０回 

 

No. 事業名 内容 関係課 

１-１-１０ 

地域ケア会議 

「地域ケア個別会議」「地域ケア地区会

議」「地域ケア推進会議」を通じて、地

域の課題の把握と解決策を行政施策に

反映できるシステムを市内全域で展開

します。 

高齢福祉課 

事業量 
実績 目標 

令和３年度 令和４年度 令和８年度 

地域ケア個別会

議の開催回数

（回） 

（困難ケース解決型） 

１０２回 
８５回 ９０回 

（自立支援検討型） 

９２回 
１１３回 １２０回 
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No. 事業名 内容 関係課 

１-１-１１ 

生活支援サービ

スの体制整備 

生活支援コーディネーターを中心に、

日常生活圏域において生活支援ネット

ワーク会議を開催して高齢者の生活ニ

ーズ等を協議し、地域資源の発掘と介

護予防・生活支援サービスの創出を行

います。 

市域全体の生活支援体制を推進するた

め、「あんじょうコミュニティＥＸＰ

Ｏ」を開催し高齢者、地域のニーズと民

間企業等のサービスのマッチングや新

たなサービスの創出を推進します。 

高齢福祉課 

社会福祉協

議会 

事業量 
実績 目標 

令和３年度 令和４年度 令和８年度 

認定者、事業対

象者を主な対象

とした住民活動

（団体） 

１１団体 １２団体 １６団体 

 

No. 事業名 内容 関係課 

１-１-１２ 

あんジョイ生活

サポーター養成

研修事業 

高齢者の特性や生活援助方法等を学ぶ

機会を提供し、高齢者の生活支援の担

い手を養成します。研修修了者が生活

支援訪問サービスだけでなく、ボラン

ティアなど何らかの活動に結びつけら

れるようマッチングや活動支援を行い

ます。 

高齢福祉課 

 

No. 事業名 内容 関係課 

１-１-１３ 

高齢者地域生活

支援促進事業 

サロンや体操教室、ごみ出しなど介護

予防・生活支援を目的とする主体的な

住民活動を対象に補助金を交付し支援

します。 

高齢福祉課 

事業量 
実績 目標 

令和３年度 令和４年度 令和８年度 

高齢者地域生活

支援促進事業  

利用団体（団体） 

４６団体 ５５団体 ６８団体 

 

 

 

 

 

 

 



56 

 

１－２ 健康づくりの推進 

No. 事業名 内容 関係課 

１-２-１ 

後期高齢者医療

健康診査・特定

健康診査 

生活習慣病等の疾病予防を目的とした

健康診査を実施します。 

【対象】後期高齢者医療健康診査：後期

高齢者医療制度加入者、特定健康診査：

４０～７４歳の安城市国民健康保険加

入者 

国保年金課 

健康推進課 

事業量 
実績 目標 

令和３年度 令和４年度 令和８年度 

後期高齢者医療

健康診査実施率

（％） 

４４．５％ ４５．１％ ４８．０％ 

 

No. 事業名 内容 関係課 

１-２-２ 

高齢者の保健事

業と介護予防の

一体的な実施 

医療・健診・介護等のデータを活用した

地域の健康課題の分析に基づき、個別

的支援（ハイリスクアプローチ）と通い

の場への積極的な関与（ポピュレーシ

ョンアプローチ）を行い、後期高齢者の

保健事業と介護予防事業について、一

体的に実施します。 

「介護予防把握事業」（１-１-６）と「地

域介護予防活動支援事業」（１-１-８）

と連携して実施します。 

国保年金課 

高齢福祉課 

社会福祉協

議会 

健康推進課 

 

No. 事業名 内容 関係課 

１-２-３ 健康相談 

健康上の不安や生活習慣改善等の相談

に応じる保健相談と、栄養や食生活改

善のための栄養相談を行います。 

こころの悩みがある家族への接し方に

困っている市民に対し、「家族のための

こころホッと相談日」を設けて実施し

ます。 

健康推進課 
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１－３ 生きがいづくりの支援 

No. 事業名 内容 関係課 

１-３-１ 

老人クラブへの

支援 

高齢者の老後の生活を健全で豊かなも

のにするため、会員の教養の向上、健康

の増進、レクリエーション、地域社会と

の交流を総合的に実施できるよう支援

します。 

高齢福祉課 

事業量 
実績 目標 

令和３年度 令和４年度 令和８年度 

老人クラブ数

（団体数） 
９７団体 ９４団体 ８５団体 

会員数（人） ９，７７０人 ９，１８０人 ７，２００人 

 

No. 事業名 内容 関係課 

１-３-２ 
路線バス補助事

業 

市民の移動手段の確保を図るため、赤

字路線であることから存続が困難とさ

れている民間バス路線に対して、支援

（補助金の交付）を行い、高齢者をはじ

めとする市民の移動手段である路線バ

スの運行の存続を支援します。 

都市計画課 

 

No. 事業名 内容 関係課 

１-３-３ 

あんくるバス運

行事業 

高齢者をはじめとする市民の移動手段

であるあんくるバスを継続して運行し

ます。 

都市計画課 

 

No. 事業名 内容 関係課 

１-３-４ 

高齢者社会参加

促進事業 

あんくるバスの乗車料金相当額を助成

して無料とすることにより、社会参加

を促進します。 

【対象】７５歳以上の高齢者 

高齢福祉課 

事業量 
実績 目標 

令和３年度 令和４年度 令和８年度 

あんくるバス後

期高齢者月平均

利用者数（人） 

１１，４９４人 １３，４５５人 １９，６９９人 
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No. 事業名 内容 関係課 

１-３-５ 

シルバー人材セ

ンターの支援・

雇用の場の確保 

自らの生きがいの充実や地域社会の発

展に貢献したいと望んでいる高齢者に

対して、臨時的かつ短期的な仕事等を

提供します。 

【対象】定年退職者等で、６０歳以上の

健康でシルバー人材センターの理念に

賛同する人 

高齢福祉課 

事業量 
実績 目標 

令和３年度 令和４年度 令和８年度 

シルバー人材セ

ンター登録会員

数（人） 

１，０９６人 １，０６８人 １，２２７人 

 

No. 事業名 内容 関係課 

１-３-６ 
ボランティアセ

ンター事業 

ボランティアの協力（派遣）を希望する

人や機関との連絡調整をはじめ、ボラ

ンティア活動者の育成、福祉教育の推

進、ボランティア活動の啓発などを行

います。 

社会福祉協

議会 

 

No. 事業名 内容 関係課 

１-３-７ 
市民活動センタ

ー事業 

市民が気軽に市民活動やボランティア

活動に参加するきっかけづくりと、市

民活動団体の活動を支援します。 

市民協働課 

 

No. 事業名 内容 関係課 

１-３-８ 

高齢者教室 

地区公民館において、生きがいを求め

る学習、健康づくり・介護予防につなが

る学習の機会を提供します。 

【対象】概ね６５歳以上の市民 

生涯学習課 

事業量 
実績 目標 

令和３年度 令和４年度 令和８年度 

高齢者教室の教

室数（教室） 
１１教室 １１教室 １１教室 

 

No. 事業名 内容 関係課 

１-３-９ 

シルバーカレッ

ジ 

幅広いカリキュラムで２年間（年２３

回程度）の連続講座を開催します。 

【対象】６０歳以上の市民 

生涯学習課 

事業量 
実績 目標 

令和３年度 令和４年度 令和８年度 

シルバーカレッ

ジのクラス数

（クラス） 

２クラス ２クラス ２クラス 
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No. 事業名 内容 関係課 

１-３-１０ 

地域における高

齢者スポーツの

推進 

スポーツをすることで、現在の健康を

保持・増進することを目的として、「高

齢者向けスクール」「歩け・ランニング

運動」「おはよう！ふれあいラジオ体操

会」等の事業を実施します。 

スポーツ課 

事業量 
実績 目標 

令和３年度 令和４年度 令和８年度 

高齢者向けスク

ールの参加者数

（人） 

９３人 ９１人 １２０人 

歩け・ランニン

グ運動の参加者

数（人） 

６，８４６人 ７，０４５人 ７，７００人 

おはよう！ふれあ

いラジオ体操会の

参加者数（人） 

９，５０６人 １５，３９１人 ２０，０００人 

 

No. 事業名 内容 関係課 

１-３-１１ 

「農」のある暮

らしの促進 

生きがいづくりや健康づくりを促進す

るため、アグリライフ支援センターで

野菜づくり入門コース（各講座全３２

回）を開催します。 

農務課 

事業量 
実績 目標 

令和３年度 令和４年度 令和８年度 

野菜づくり入門

コース実施数

（講座） 

２講座 ２講座 ２講座 

 

No. 事業名 内容 関係課 

１-３-１２ 

福祉センター講

座 

生きがいづくりと社会参加を促進する

ため、各福祉センターで幅広い講座を

開催します。 

社会福祉協

議会 

事業量 
実績 目標 

令和３年度 令和４年度 令和８年度 

福祉センター講

座数（講座） 
６１講座 ５５講座 ５５講座 

福祉センター講

座受講者数（人） 
３，８９６人 ３，６２９人 ３，７００人 
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No. 事業名 内容 関係課 

１-３-１３ 

福祉センターサ

ロン 

福祉センターの利用者や地域の高齢者

を対象に、居場所や仲間づくり、地域サ

ロンの担い手の養成を目的としてサロ

ンを開催します。 

社会福祉協

議会 

事業量 
実績 目標 

令和３年度 令和４年度 令和８年度 

福祉センターサ

ロン数（サロン） 
６６サロン ６５サロン ６５サロン 

福祉センターサ

ロン参加者数

（人） 

１６，００１人 ２２，３７０人 ２２，５００人 

 

No. 事業名 内容 関係課 

１-３-１４ 

スマホ講座の開

催等によるデジ

タル活用支援の

実施 

高齢者をはじめとした誰もがデジタル

機器・サービスを活用（デジタル活用）

することで、多様な価値観やライフス

タイルを持ちつつ豊かな人生を享受で

きるよう、スマホ講習会・相談会の開催

やガイドブックの作成によりデジタル

活用に向けた支援を実施します。 

経営情報課 
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２ 地域でふれあい、安心して生活できるまちづくりの推進 

２－１ 住民主体の地域福祉活動の支援 

No. 事業名 内容 関係課 

２-１-１ 
地区社協の活動

の支援 

住民主体の地域福祉活動を推進するた

めの事業を実施している地区社協の活

動を支援します。 

社会福祉協

議会 

 

No. 事業名 内容 関係課 

２-１-２ 
町内福祉委員会

の活動の支援 

住民主体の地域福祉活動を推進するた

め、町内福祉委員会の活動を支援しま

す。 

社会福祉協

議会 

 

No. 事業名 内容 関係課 

２-１-３ 
地域見守り活動

の推進 

安心して暮らせる地域づくりを進める

ため、町内福祉委員会を中心とした近

隣住民による見守り活動の推進を図り

ます。 

社会福祉協

議会 

 

No. 事業名 内容 関係課 

２-１-４ 

サロンの開催支

援 

地域住民相互の交流や仲間づくり、介

護予防、地域での見守り活動の推進の

ため、町内福祉委員会及び地域ボラン

ティアグループによる身近な地域での

サロン等の開催を支援します。 

社会福祉協

議会 

事業量 
実績 目標 

令和３年度 令和４年度 令和８年度 

月１回以上開催

のサロン数 

（団体） 

１９５団体 ２０７団体 ２１０団体 

 

No. 事業名 内容 関係課 

２-１-５ 

住民組織と福祉

団体・福祉事業

者とのマッチン

グ 

町内福祉委員会やボランティア、福祉

団体、福祉事業者、ＮＰＯ等の団体や個

人を結びつけることにより、各団体の

活動の活性化、有益な関係性の構築を

図ります。 

高齢福祉課 

社会福祉協

議会 

事業量 
実績 目標 

令和３年度 令和４年度 令和８年度 

住民組織と福祉

団体・福祉事業

者とのマッチン

グ件数（件） 

１０３件 １４１件 １５０件 
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No. 事業名 内容 関係課 

２-１-６ 

高齢者見守り事

業者ネットワー

ク事業 

市、社協、協力事業者が相互に連携を図

り、協力事業者が通常の事業活動の中

で異変のある高齢者及び支援を必要と

する高齢者を早期に発見するなど、地

域社会全体で高齢者を見守る体制を構

築します。 

高齢福祉課 

 

No. 事業名 内容 関係課 

２-１-７ 
生活支援・見守

り協力店事業 

地域内にある店舗や事業所等の協力を

求め、町ぐるみで高齢者等の見守り支

援や生活支援を行えるよう地域におけ

るネットワークを拡げます。 

社会福祉協

議会 

 

２－２ 在宅生活の支援 

No. 事業名 内容 関係課 

２-２-１ 

高齢者外出支援

サービス事業 

●一般タクシーの利用料金の一部を助

成します。 

【対象】要介護又は要支援で車を運転

できない在宅高齢者 

 

●車椅子用昇降機やストレッチャー用

昇降機を装備したタクシーの利用料金

の一部を助成します。 

【対象】要介護１以上で、通常の自動車

に乗れない在宅高齢者 

高齢福祉課 

事業量 
実績 目標 

令和３年度 令和４年度 令和８年度 

高齢者外出支援

サービス事業 

チケット交付者 

数（人） 

１，４８２人 １，７７１人 ２，０８８人 

 

No. 事業名 内容 関係課 

２-２-２ 

車いす移送車サ

ルビア号貸出事

業 

車いす移送車の貸出しを各福祉センタ

ーで行い、外出を支援します。 
社会福祉協

議会 

 

No. 事業名 内容 関係課 

２-２-３ 車いす貸出事業 

一時的に車いすが必要な人に対し、１

か月を限度に車いすを無償で貸し出し

ます。 

社会福祉協

議会 
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No. 事業名 内容 関係課 

２-２-４ 

寝具乾燥事業 

毎月、布団及び毛布の殺菌・乾燥を行

い、そのうち年４回は水洗いを行いま

す。 

【対象】６５歳以上のねたきりの人、ひ

とり暮らし認定高齢者、認知症高齢者、

高齢者世帯 

高齢福祉課 

事業量 
実績 目標 

令和３年度 令和４年度 令和８年度 

寝具乾燥事業の

利用者数（人） 
５３人 ５１人 ５２人 

 

No. 事業名 内容 関係課 

２-２-５ 

訪問理容サービ

ス事業 

自宅へ理容師が出張し、理髪（洗髪を除

く）及びひげそりを行います。利用券を

最大年６回分交付します。 

【対象】在宅ねたきり高齢者等介護人

手当の受給者が介護している高齢者 

高齢福祉課 

事業量 
実績 目標 

令和３年度 令和４年度 令和８年度 

訪問理容サービ

ス事業 延利用

者数（人） 

５４人 ５６人 ７０人 

 

No. 事業名 内容 関係課 

２-２-６ 

障害者ホームヘ

ルプサービス利

用者に対する支

援措置 

利用者負担額における障害者施策との

不均衡を是正するため、経過措置とし

て利用者負担額を軽減します。 

【対象】低所得であって、障害者施策に

よるホームヘルプサービスを利用して

いた人等 

高齢福祉課 

障害福祉課 
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No. 事業名 内容 関係課 

２-２-７ 

高齢者軽度生活

援助事業 

外出の付添い、食事の支度、草取り、庭

木の手入れ等をシルバー人材センター

会員が高齢者本人と一緒に行います。 

【対象】ひとり暮らし認定高齢者又は

高齢者のみの世帯に属し、日常生活を

営むうえで支障がある人（所得制限有

り） 

高齢福祉課 

事業量 
実績 目標 

令和３年度 令和４年度 令和８年度 

高齢者軽度生活

援助事業 月延

利用者数（人） 

１，１６６人 １，２４４人 １，４２０人 

 

No. 事業名 内容 関係課 

２-２-８ 
日常生活用具給

付貸与事業 

６５歳以上のひとり暮らし認定高齢者

に住宅用火災警報器を給付します。 

退院等により介護が必要な要介護１以

下の人（所得制限有り）に介護支援ベッ

ドを貸与します。 

市、社協、福祉センター及び地域包括支

援センター等において、６５歳以上で

歩行に支障のある人を対象に、歩行支

援用の杖を、１人１本を限度に無料で

給付します。 

高齢福祉課 

 

No. 事業名 内容 関係課 

２-２-９ 

友愛訪問事業 

安否の確認や話し相手として、地区の

老人クラブ会員が週２回程度訪問しま

す。 

【対象】近所づきあいや地域での交流

の少ない６５歳以上のひとり暮らし認

定高齢者 

高齢福祉課 

事業量 
実績 目標 

令和３年度 令和４年度 令和８年度 

友愛訪問事業 

訪問者数（人） 
１９６人 １７９人 １７０人 
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No. 事業名 内容 関係課 

２-２-１０ 

福祉電話事業

（電話訪問サー

ビス） 

民生委員やボランティアが、週に１回

電話をかけ、安否の確認を行います。 

【対象】継続して安否の確認を必要と

するひとり暮らし認定高齢者 

高齢福祉課 

事業量 
実績 目標 

令和３年度 令和４年度 令和８年度 

福祉電話事業

（電話訪問サー

ビス）利用者数

（人） 

１１６人 ９９人 ７５人 

 

No. 事業名 内容 関係課 

２-２-１１ 

緊急通報装置設

置事業 

緊急通報装置を電話回線に取付け、急

病等の緊急通報を受けた場合は、速や

かに対応します。 

【対象】７５歳以上のひとり暮らし認

定高齢者や６５歳以上の要介護認定者

及び発作性の病気にかかっている人等 

高齢福祉課 

事業量 
実績 目標 

令和３年度 令和４年度 令和８年度 

緊急通報装置設

置数（台） 
４３４台 ４３０台 ４５０台 

 

No. 事業名 内容 関係課 

２-２-１２ 鍵の預かり事業 

自宅玄関の合鍵を預かり保管するとと

もに、市や社協等が行う安否確認や紛

失時等に対応します。 

【対象】ひとり暮らし高齢者・障害者等

で希望する人 

社会福祉協

議会 
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No. 事業名 内容 関係課 

２-２-１３ 

高齢者給食サ

ービス事業 

食の自立の観点から、十分なアセスメ

ントを行ったうえで計画的に提供する

とともに、安否の確認をします。 

【対象】在宅で６５歳以上のひとり暮

らし高齢者、７０歳以上の高齢者のみ

の世帯、６５歳以上のみの世帯で障害

者世帯又は要介護認定者がいる世帯も

しくは、日中独居世帯 

高齢福祉課 

事業量 
実績 目標 

令和３年度 令和４年度 令和８年度 

高齢者給食サ

ービス配食数

（食） 

８４，３７５食 ９８，４１８食 １１２，０００食 

特別食（人） ４１人 ４１人 ３８人 

普通食（人） ６１７人 ６７８人 ８５０人 
 

No. 事業名 内容 関係課 

２-２-１４ 

高齢者世話付住

宅（シルバーハ

ウジング）生活

援助員派遣事業 

対象の高齢者に生活援助員を派遣し

て、生活指導、相談、安否確認、一時的

な家事援助、緊急時の対応等のサービ

スを提供し、在宅生活を支援します。 

【対象】高齢者世話付の県営住宅に居

住する高齢者 

高齢福祉課 

社会福祉協

議会 

 

No. 事業名 内容 関係課 

２-２-１５ 

人にやさしい住

宅リフォーム費

助成事業 

住宅改修に要する費用について、１０

万円を限度に助成します。 

【対象】住宅改修が必要なひとり暮ら

し認定高齢者、高齢者世帯（ともに所得

税非課税）、要介護認定者等で運動器の

機能に支障のある人 

高齢福祉課 

事業量 
実績 目標 

令和３年度 令和４年度 令和８年度 

住宅リフォーム

費助成実施数

（件） 

１７６件 １８７件 ２１０件 
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No. 事業名 内容 関係課 

２-２-１６ 

家具転倒防止器

具取付事業 

対象者の申請に基づき、住居の中で利

用頻度の高い寝室、居間等の家具に、家

具転倒防止器具を取り付けます。 

【対象】６５歳以上のひとり暮らし高

齢者、６５歳以上の高齢者のみの世帯 

高齢福祉課 

事業量 
実績 目標 

令和３年度 令和４年度 令和８年度 

家具転倒防止器

具取付設置数

（世帯） 

３世帯 １２世帯 １２世帯 

 

No. 事業名 内容 関係課 

２-２-１７ 
市営住宅建設事

業 

加齢による身体機能の低下や障害が生

じた場合にも住み続けることができる

よう、老朽化した市営住宅の建替にお

いて「段差解消」「手すり設置」「非常用

ブザー設置」等の整備を推進します。 

建築課 

 

No. 事業名 内容 関係課 

２-２-１８ 

高齢者の居住の

安定確保に関す

る法律に基づく

各制度の周知 

高齢者が安心して生活できるよう、住

まい・介護・福祉の関係者と連携し、サ

ービス付き高齢者向け住宅やバリアフ

リーに対応した住宅、住宅改修等の住

まいに関する情報を提供します。 

建築課 

高齢福祉課 

 

No. 事業名 内容 関係課 

２-２-１９ 
高齢者中短期入

所生活支援事業 

養護老人ホーム内の居室を利用し、一

時的な居住機能及び生活支援機能を、

高齢者に対し総合的に提供すること

で、高齢者が安心して健康で明るい生

活を送ることができるよう、また、家族

の養護負担の軽減を図ることができる

よう支援します。 

高齢福祉課 
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No. 事業名 内容 関係課 

２-２-２０ 

地域ぐるみの防

災活動の推進 

全自主防災組織で訓練を行うととも

に、自発的な訓練を実施できるよう働

きかけ、地域ぐるみの防災活動を推進

します。 

危機管理課 

事業量 
実績 目標 

令和３年度 令和４年度 令和８年度 

自主防災訓練へ

の参加者数（人） 
８，５１０人 １１，０８１人 １５，０００人 

自主防災訓練の

実施率（実施組

織／全組織： 

７３）（％） 

５７．５％ ７３．９％ １００％ 

 

No. 事業名 内容 関係課 

２-２-２１ 
地区防災計画策

定支援事業 

防災対策の基本となる「自助」の意識の

向上と地域コミュニティの「共助」によ

る防災活動の推進に繋げるため、自主

防災組織が主体となる地区防災計画の

策定を行います。 

危機管理課 

 

No. 事業名 内容 関係課 

２-２-２２ 

避難行動要支援

者支援制度の啓

発 

災害時に自力で避難することが困難な

要支援者が的確な支援を受けることが

できるよう、避難行動要支援者支援制

度の啓発を行い、個別避難計画の作成

に取り組みます。また、日頃の見守り活

動にも活用できるよう、地域の支援者

との情報共有を継続して行います。 

社会福祉課 

危機管理課 

 

No. 事業名 内容 関係課 

２-２-２３ 

防犯啓発活動の

推進 

高齢者を対象とした防犯教室を開催す

るとともに、防犯ボランティアリーダ

ーによる地域での啓発活動により、高

齢者に様々な防犯活動への参加の機会

を提供します。 

市民安全課 

事業量 
実績 目標 

令和３年度 令和４年度 令和８年度 

高齢者対象の防

犯教室の参加者

数（人） 

３８０人 ８４９人 １，０５０人 
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No. 事業名 内容 関係課 

２-２-２４ 

交通安全啓発活

動の推進 

高齢者を対象とした交通安全教室を開

催するとともに、交通安全リーダー及

び各老人クラブ会員の希望者を対象と

した交通安全研修会を開催することに

より、交通安全意識の高揚を図り、交通

事故撲滅を図ります。 

市民安全課 

事業量 
実績 目標 

令和３年度 令和４年度 令和８年度 

交通安全教室参

加者数（人） 
４２５人 ５３５人 ９２０人 

交通安全研修会

参加者数（人） 
２７人 ９５人 １１０人 

 

２－３ 認知症施策の推進 

No. 事業名 内容 関係課 

２-３-１ 
認知症初期集中

支援推進事業 

認知症専門医、看護師、社会福祉士等の

専門職で構成される「認知症初期集中

支援チーム」が、早期診断・早期対応に

向け、関係機関との連携により医療機

関への受診や介護サービスにつながる

ように認知症の人とその家族を支援し

ます。 

高齢福祉課 
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No. 事業名 内容 関係課 

２-３-２ 

認知症高齢者見

守り事業 

行方不明高齢者等の早期発見及び保護

のため、「見つかるつながるネットワー

ク」や「ＧＰＳシステム」で市民、警察、

関係機関と連携・協力しています。ま

た、「認知症高齢者等個人賠償責任保

険」により認知症の人とその家族が安

心して在宅生活を行う支援をします。 

これらの施策に加え「認知症高齢者捜

索・声かけ模擬訓練」を実施することに

より、対応力の向上と「見つかるつなが

るネットワーク」の普及啓発を図りま

す。 

高齢福祉課 

事業量 
実績 目標 

令和３年度 令和４年度 令和８年度 

見つかるつなが

るネットワーク

登録者数 

（累計：人） 

３１４人 ３４８人 ４５０人 

 

No. 事業名 内容 関係課 

２-３-３ 

認知症サポータ

ーの養成と活用 

キャラバン・メイト養成研修修了者が、

地域や職域の集まり、学校、児童クラブ

等に出向き認知症サポーター養成講座

を開催します。また、「チームオレンジ」

の充実に向けて、認知症サポーターに

「ステップアップ講座」を開催し、支え

手として地域における活躍の場をつく

ります。 

高齢福祉課 

事業量 
実績 目標 

令和３年度 令和４年度 令和８年度 

認知症サポータ

ー養成講座（回） 
１１回 ２３回 ２５回 

認知症サポータ

ーステップアッ

プ講座修了者数

（累計：人） 

９７人 １１５人 １７５人 

  



71 

 

No. 事業名 内容 関係課 

２-３-４ 

認知症カフェの

充実 

認知症の人とその家族、地域住民、専門

職の誰もが気軽に参加でき、集う場所

としての認知症カフェの継続と充実を

図ると同時に、新たなカフェの開設支

援、担い手の養成、マッチングを行いま

す。 

高齢福祉課 

事業量 
実績 目標 

令和３年度 令和４年度 令和８年度 

認知症カフェか

所数 

（累計：か所） 

１０か所 １１か所 １４か所 

 

No. 事業名 内容 関係課 

２-３-５ 

従事者向け認知

症対応力向上研

修等の実施 

認知症支援に従事する医療機関、介護

事業所職員向けの認知症対応力向上や

多職種連携の推進を図る研修等を、認

知症初期集中支援チーム、在宅医療サ

ポートセンター等と連携し実施しま

す。 

高齢福祉課 

 

２－４ 介護者に対する支援 

No. 事業名 内容 関係課 

２-４-１ 

在宅ねたきり高

齢者等介護人手

当事業 

在宅ねたきり高齢者等を介護している

人の労をねぎらうために、介護人手当

を支給します。 

【対象】市内居住の６５歳以上で３か

月以上ねたきり又は同程度の介護を要

する認知症状態が続いている人を介護

している人 

高齢福祉課 
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No. 事業名 内容 関係課 

２-４-２ 

おむつ費用助成

事業 

福祉の増進を図るため、市内の指定し

た薬局で利用できるおむつ費用助成利

用券を交付します。 

【対象】在宅ねたきり高齢者介護人手

当の受給者でおむつの必要な高齢者を

介護している人 

高齢福祉課 

事業量 
実績 目標 

令和３年度 令和４年度 令和８年度 

おむつ費用助成

事業（人） 
４８１人 ５１９人 ５７０人 

 

No. 事業名 内容 関係課 

２-４-３ 

介護者のつどい

（家族介護支援

事業） 

介護者が日頃の悩みや不安を相談する

とともに、レクリエーションや講座等

を行い、お互いの情報交換や仲間づく

りの場を提供します。 

社会福祉協

議会 

 

No. 事業名 内容 関係課 

２-４-４ 

介護者支援事業

（介護教室の開

催） 

介護者及び介護に関心のある人を対象

に、介護の基本的な技術や知識の習得、

介護予防の知識の普及等を図る介護教

室を開催します。 

高齢福祉課 

社会福祉協

議会 

 

２－５ 医療と介護連携の推進 

No. 事業名 内容 関係課 

２-５-１ 

多職種連携のた

めの人材育成研

修 

「顔の見える関係」をつくり、医療・介

護・福祉の専門職種間の相互理解を深

め、連携を推進するための研修を実施

します。 

重点的なテーマは、看取り、ＡＣＰ（人

生会議）、認知症支援施策、災害時や感

染症対策とします。 

高齢福祉課 

 

No. 事業名 内容 関係課 

２-５-２ 

看取り体制構築

のための研修と

市民啓発 

看取り体制の構築のため、専門職にお

けるＡＣＰ（人生会議）の理解や取り組

み方法、情報の共有等の体制を構築し

ます。また、市民にガイドブック等を配

布し、ＡＣＰ（人生会議）に取り組める

よう支援します。 

高齢福祉課 
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No. 事業名 内容 関係課 

２-５-３ 

ＩＣＴを活用し

た情報連携 

「サルビー見守りネット」を活用した

情報連携のほか、オンライン会議を活

用した入院・退院カンファレンスやサ

ービス担当者会議を実施できる体制整

備を推進します。 

高齢福祉課 

事業量 
実績 目標 

令和３年度 令和４年度 令和８年度 

サルビー見守り

ネット登録療養

者数（人） 

４６０人 ６１４人 １，０００人 

 

No. 事業名 内容 関係課 

２-５-４ 
在宅医療に関す

る普及啓発 

相談窓口や活用方法等、在宅医療に関

する情報について、市公式ウェブサイ

トへの掲載、「在宅医療ガイドブック」

の配布・活用、まちかど講座の開催等に

より普及啓発を行います。 

広く市民に周知するために在宅医療に

関する講演会等を開催します。 

高齢福祉課 

 

２－６ 権利擁護等 

No. 事業名 内容 関係課 

２-６-１ 
高齢者虐待防止

の推進 

虐待の防止及びその早期発見のため、

市や地域包括支援センターが中心とな

り、民生委員、地区社協、介護保険サー

ビス事業所と連携し、高齢者の虐待防

止を推進します。 

また、広報紙や介護保険事業者連絡調

整会議等で通報の重要性について啓発

を行います。 

高齢福祉課 

 

No. 事業名 内容 関係課 

２-６-２ 
老人保護措置事

業 

対象となる高齢者について、養護老人

ホーム等への入所等の措置を行うこと

で、心身の健康の保持及び生活の安定

を図ります。 

【対象】環境上の理由及び経済的理由

により、居宅において養護を受けるこ

とが困難な、原則として６５歳以上の

高齢者 

高齢福祉課 
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No. 事業名 内容 関係課 

２-６-３ 

成年後見制度利

用支援事業 

（市長申立て） 

特別の理由がある場合に限り、親族に

代わり市長が成年後見制度（法定後見

制度）の利用の申立てを行います。ま

た、成年後見人等への報酬を支払うこ

とが困難である生活保護受給者等に対

し、報酬分を助成します。 

【対象】６５歳以上で認知症等により

判断能力が不十分なため、申立てを行

うことが困難であり、かつ親族等がい

ない人 

高齢福祉課 

 

No. 事業名 内容 関係課 

２-６-４ 

成年後見支援事

業（相談支援、

啓発及び法人後

見事業） 

認知症等により判断能力の不十分な人

の権利を守るための成年後見制度を市

民に広く周知するとともに、制度に関

する相談や助言を行います。社協に中

核機関事業を委託し、成年後見制度の

利用促進を図ります。また、家庭裁判所

の審判に基づき、社協が法人として後

見業務を行います。 

社会福祉協

議会 

高齢福祉課 

 

No. 事業名 内容 関係課 

２-６-５ 
福祉サービス利

用援助事業 

認知症高齢者等の在宅生活を継続する

ため、支援計画を作成し、福祉サービス

の利用援助、日常的な金銭管理等を行

います。 

社会福祉協

議会 
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３ 介護保険サービスの質の向上と制度の円滑な運用 

３－１ 介護人材の確保・離職防止 

No. 事業名 内容 関係課 

３-１-１ 

介護人材確保に

関する意見交換

会の実施 

介護人材不足の課題に官民共同で取り

組むため、市と介護サービス事業所等

が連携して意見交換を行い、介護人材

確保、離職防止、業務効率化に向けた具

体的な取り組みについて検討します。 

高齢福祉課 

 

No. 事業名 内容 関係課 

３-１-２ 
多様な人材確保

に向けた支援 

介護の仕事について幅広い年代に周知

啓発し、市民の関心を高め、介護人材の

確保につながるよう努めます。 

高齢福祉課 

 

No. 事業名 内容 関係課 

３-１-３ 
介護の職場環境

改善支援 

ハラスメント防止対策、効率的な文書

作成等に関するセミナーの開催等によ

り、介護サービス事業所における業務

効率化と職場環境の改善を支援しま

す。 

高齢福祉課 

 

No. 事業名 内容 関係課 

３-１-４ 

介護関連資格取

得等補助 

介護関連資格取得等にかかる経費に対

し、補助金を交付することにより、職員

のキャリアアップを支援します。 

高齢福祉課 

事業量 
実績 目標 

令和３年度 令和４年度 令和８年度 

介護関連資格取

得補助事業交付

件数（件） 

２件 ７件 １０件 

 

No. 事業名 内容 関係課 

３-１-５ 
介護人材確保対

策 

介護人材確保のため、介護事業所で働

く人の就労支援を検討・推進します。 
高齢福祉課 
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３－２ 的確で質の高いサービスの提供 

No. 事業名 内容 関係課 

３-２-１ 

介護給付等費用

適正化事業 

主要事業と位置づけられた「認定調査

状況チェック」「ケアプランチェック」

「住宅改修等の点検」「医療情報との突

合・縦覧点検」等を行います。 

高齢福祉課 

事業量 
実績 目標 

令和３年度 令和４年度 令和８年度 

ケアプランチェ

ック実施事業者

数（か所／年） 

６か所 １１か所 １０か所 

 

No. 事業名 内容 関係課 

３-２-２ 

介護サービス事

業者等への指

導・監督 

市が保険者として制度説明等を行う集

団指導だけでなく、介護報酬請求につ

いて指導する運営指導を行います。ま

た、指定基準違反や不正請求の疑いが

認められる場合は、監査を行います。 

高齢福祉課 

事業量 
実績 目標 

令和３年度 令和４年度 令和８年度 

介護サービス事

業者等への運営

指導数（件） 

１４件 ３８件 ５２件 

 

No. 事業名 内容 関係課 

３-２-３ 

ケアプラン指導

研修事業 

適切な居宅サービス計画作成を促進す

るために、居宅介護支援事業所のケア

マネジャーを対象に研修会を開催しま

す。 

高齢福祉課 

事業量 
実績 目標 

令和３年度 令和４年度 令和８年度 

ケアプラン指導

研修会開催数

（回） 

３回 ４回 ４回 
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No. 事業名 内容 関係課 

３-２-４ 

介護サービス相

談員派遣事業 

介護サービス相談員が介護サービス事

業所等を訪問し、事業者と利用者の橋

渡し役として、サービス利用者の話し

を聴きます。このような活動を通し、サ

ービス利用者の疑問や不満、不安の解

消を図るとともに、介護サービスの質

の向上を図ります。 

高齢福祉課 

事業量 
実績 目標 

令和３年度 令和４年度 令和８年度 

介護サービス相

談員派遣数（回） 
０回 １８回 ４５０回 

介護サービス相

談員への相談数

（人） 

０人 ８４人 ４，９００人 

 

No. 事業名 内容 関係課 

３-２-５ 
介護保険制度趣

旨普及事業 

介護保険制度について広報紙への掲

載、市民向け手引きの作成、事業所マッ

プ等の作成により、最新の情報を提供

します。また、まちかど講座、市公式ウ

ェブサイト等を通じて、市民への周知

を図ります。 

高齢福祉課 

 

３－３ 介護保険事業の円滑な運営 

No. 事業名 内容 関係課 

３-３-１ 

介護保険・地域

包括支援センタ

ー運営協議会 

介護保険の運営状況、あんジョイプラ

ンの進捗管理、地域包括支援センター

の運営に関して協議します。 

高齢福祉課 

 

No. 事業名 内容 関係課 

３-３-２ 
地域密着型サー

ビス運営委員会 

地域密着型サービスの指定や指定基

準、介護報酬の設定等について協議し

ます。 

高齢福祉課 

 

No. 事業名 内容 関係課 

３-３-３ 
介護保険事業者

連絡調整会議 

保険者として、介護サービス事業者等

へ集団指導と情報提供を行います。 
高齢福祉課 

 

No. 事業名 内容 関係課 

３-３-４ 

介護保険利用者

負担額軽減措置

事業 

収入や預貯金等が一定条件にあてはま

る低所得の人については、在宅サービ

スを利用した時の自己負担を軽減しま

す。（市独自の軽減制度） 

高齢福祉課 
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No. 事業名 内容 関係課 

３-３-５ 

社会福祉法人に

よる利用者負担

額軽減制度事業 

世帯全員が市民税非課税であって、世

帯収入や預貯金等が一定条件にあては

まる人については、軽減を実施してい

る社会福祉法人等が行うサービスを利

用した時の自己負担を軽減します。 

高齢福祉課 

 

３－４ 保険者機能の強化 

No. 事業名 内容 関係課 

３-４-１ 
あんジョイプラ

ン進捗状況管理 

毎年度実績値を把握し、計画値と乖離
か い り

している部分の要因を考察します。 
高齢福祉課 

 

No. 事業名 内容 関係課 

３-４-２ 
介護保険事業の

改善報告事業 

「見える化」システムを活用して、現状

把握と地域分析を行い、介護保険事業

の課題や改善点を把握し、市公式ウェ

ブサイトを通じて公表します。 

高齢福祉課 

 

No. 事業名 内容 関係課 

３-４-３ 

基本方針の周知

啓発事業 

 

高齢者の自立支援、重度化防止等に資

することを目的としてケアマネジメン

トが行われるよう、安城市におけるケ

アマネジメントに関する基本方針を示

し、介護保険制度の根幹であるケアマ

ネジメントのあり方を保険者と介護支

援専門員で共有し、より良い介護保険

事業の運営を目指します。 

高齢福祉課 
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第５章 介護保険事業の運営 

基本的な考え方 

（１）いつでも安心して利用できるサービス提供体制の構築  

① 介護保険サービス等の基盤整備と供給量の確保 

介護保険制度は、高齢者等の自立した日常生活を支援することを目的としています。

介護を必要としている高齢者等に、適切な介護サービスが提供され、できる限り住み

慣れた地域で自分らしく暮らし続けることができるよう、サービスの基盤整備と供給

量を確保します。利用者のサービス選択の幅を広げるため、介護保険サービスを実施

する意向のある事業者を把握し、情報提供を行うよう努めます。  

② 災害・感染症対策の体制整備 

災害・感染症が発生した場合においても、介護を必要とする高齢者等に対してサー

ビスが継続して提供される体制を整備します。介護サービス事業者に対しては、業務

継続に向けた計画の策定、研修及び訓練の実施状況を確認するとともに、非常事態へ

の対策として日頃から連携をとり、必要な情報の提供を行います。また、危機管理部

門と連携し、衛生用品等の物資の備蓄を行い、必要時に介護施設等に供給できる体制

を整えます。加えて、県と連携し、 災害・感染症発生時における支援体制の構築に努

めます。 

 

（２）介護保険制度の持続可能性の確保 

団塊の世代が後期高齢者となる令和７年（２０２５年）、現役世代の人口減少が顕著

となる令和２２年（２０４０年）などを踏まえ、持続可能な介護保険制度を実現しま

す。特に、認知症高齢者、ひとり暮らし高齢者、高齢者のみの世帯、中重度の要介護

者の増加に対応するため、介護保険サービスの提供体制の充実に努めます。 また、介

護保険サービスの適切な提供のために必要となる介護人材の確保のため、介護現場の

実態を把握し、保険者として介護人材の確保・離職防止に取り組みます。 なお、サー

ビス量の推計及び保険料の算定にあたっては、介護保険制度を長期にわたって運営す

る観点から、令和２２年（２０４０年）を見据えた長期推計を行います。 

  

１ 
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介護保険サービスの概要 

（１）居宅サービス 

① サービスの概要 

居宅サービスは、自宅等で暮らしながら利用できるサービスです。ケアプランに基

づき、「通所」「訪問」「短期入所（泊まり）」等のサービスを組み合わせて利用するこ

とができます。また、福祉用具の利用や住宅改修をする際に、介護保険の適用を受け

ることができます。 

② サービスの種類及び内容 

サービス種類 サービス内容 

訪問介護 
ホームヘルパーが居宅を訪問し、入浴、排せつ、食事等の身体

介護や調理、洗濯等の生活援助を行います。 

訪問入浴介護 
介護士と看護師が家庭を訪問し､浴槽を提供して入浴の介護を

行います。 

訪問リハビリテーション 
居宅での生活機能を向上させるために、理学療法士や作業療法

士､言語聴覚士が訪問によりリハビリを行います。 

訪問看護 
看護師等が居宅を訪問し､療養上の世話や診療の補助を行いま

す。 

居宅療養管理指導 
医師､歯科医師､薬剤師､管理栄養士等が居宅を訪問し､療養上の

管理や指導を行います。 

通所介護（デイサービス） 
定員１９人以上の通所介護施設で、食事､入浴等の日常生活上の

支援や､生活機能向上のための支援を日帰りで行います。 

通所リハビリテーション 

（デイケア） 

介護老人保健施設や医療機関等で､食事､入浴等の日常生活上の

支援や生活機能向上のためのリハビリを日帰りで行います。 

短期入所生活介護／短期入所

療養介護（ショートステイ） 

介護老人福祉施設等に短期間入所し、日常生活上の支援や機能

訓練等を行います。 

特定施設入居者生活介護 
有料老人ホーム等に入居している高齢者に、介護等の日常生活

上の世話、機能訓練、療養上の世話を行います。 

福祉用具貸与 日常生活の自立を助けるための福祉用具の貸与を行います。 

特定福祉用具販売 
入浴や排せつ等に使用する福祉用具を購入した際、購入費を支

給します。 

住宅改修支給 
手すりの取付けや段差解消等の小規模な住宅改修費を支給しま

す。 

居宅介護支援・介護予防支援 

居宅サービス等を適切に利用できるよう、認定者等の心身の状

況、環境、意向等を勘案して、居宅サービス計画等を作成し、

サービス提供の確保のため、介護サービス事業者等と連絡調整

を行います。また施設入所が必要な場合は、施設への紹介等を

行います。 

 

 

 

  

２ 
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（２）地域密着型サービス 

① サービスの概要 

地域密着型サービスは、原則として安城市民のみ利用が可能なサービスです。住み

慣れた地域でできる限り長く生活できるように、認知症に特化したサービス、夜間対

応型、２４時間体制のサービス等、利用者の状態に応じた柔軟なサービスを提供でき

ることが特徴です。 

② サービスの種類及び内容 

サービス種類 サービス内容 

認知症対応型通所介護 
認知症の高齢者を対象に､デイサービスを行う施設等で､日常生活

上の世話や機能訓練等を行います。 

認知症対応型共同生活介護 
認知症の高齢者に対し､共同生活をする住居で､日常生活上の世話

や機能訓練等を行います。 

小規模多機能型居宅介護 
通所を中心に､利用者の選択に応じて訪問や泊まりを組み合わせて

多機能なサービスを行います。 

看護小規模多機能型居宅介護 
小規模多機能型居宅介護と訪問看護等、複数の既存の在宅サービス

を組み合わせて行います。 

地域密着型介護老人福祉施設入

所者生活介護（地域密着型特別

養護老人ホーム） 

定員２９人以下の小規模な介護老人福祉施設（特別養護老人ホー

ム）で、介護等の日常生活上の世話、機能訓練、健康管理及び療養

上の世話を行います。 

※新規入所は原則要介護３以上の人 

地域密着型特定施設入居者生活

介護 

定員２９人以下の有料老人ホーム等で、入居している高齢者に、介

護等の日常生活上の世話、機能訓練、療養上の世話を行います。 

夜間対応型訪問介護 
２４時間安心して在宅生活が送れるよう、巡回や通報システムによ

る夜間専用の訪問介護を行います。 

定期巡回・随時対応型訪問介護

看護 

日中・夜間を通じて、訪問介護と訪問看護を一体的に、または連携

しながら定期巡回訪問と随時の対応を行います。 

地域密着型通所介護 
定員１８人以下の通所介護施設で、食事､入浴等の日常生活上の世

話や､生活行為向上のための支援を日帰りで行います。 

（３）施設サービス 

① サービスの概要 

施設サービスは、在宅生活が困難になった方や、病院での治療を終えた後にリハビ

リや療養が必要な方が、施設入所して利用するサービスです。 

② サービスの種類及び内容 

サービス種類 サービス内容 

介護老人福祉施設 

（特別養護老人ホーム） 

常時介護が必要で居宅での生活が困難な人が入所して、介護等の日

常生活上の世話、機能訓練、健康管理及び療養上の世話を行います。

※新規入所は原則要介護３以上の人 

介護老人保健施設 
状態が安定している人が在宅復帰できるよう、リハビリを中心とし

たケアを行います。 

介護療養型医療施設 
急性期の治療を終え、長期の療養を必要とする人のための医療施設

です。 

介護医療院 
長期療養のための医療と日常生活上の介護を一体的に提供する施

設です。 
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【介護給付】 単位：千円

計画値 実績値 対計画比 計画値 実績値 対計画比

①居宅サービス
訪問介護 650,526 744,858 114.5% 681,040 775,493 113.9%
訪問入浴介護 95,813 86,363 90.1% 100,572 91,873 91.4%
訪問看護 213,369 248,551 116.5% 225,544 251,351 111.4%
訪問リハビリテーション 58,466 48,534 83.0% 60,926 43,471 71.3%
居宅療養管理指導 92,593 100,635 108.7% 97,716 113,685 116.3%
通所介護 1,410,959 1,326,379 94.0% 1,484,030 1,292,285 87.1%
通所リハビリテーション 419,389 366,351 87.4% 435,899 348,366 79.9%
短期入所生活介護 425,140 464,736 109.3% 441,093 462,527 104.9%
短期入所療養介護 174,565 135,195 77.4% 181,562 126,897 69.9%
福祉用具貸与 317,759 317,369 99.9% 327,628 332,268 101.4%
特定福祉用具購入費 10,389 9,992 96.2% 10,683 9,809 91.8%
住宅改修 24,300 20,058 82.5% 25,229 19,083 75.6%
特定施設入居者生活介護 119,143 88,623 74.4% 125,945 82,142 65.2%
居宅介護支援 480,284 462,986 96.4% 492,821 469,458 95.3%

②地域密着型サービス
定期巡回・随時対応型訪問介護看護 132,657 100,078 75.4% 141,665 99,796 70.4%
夜間対応型訪問介護 0 0 － 0 0 －
認知症対応型通所介護 45,113 32,524 72.1% 45,138 30,469 67.5%
小規模多機能型居宅介護 176,706 162,410 91.9% 183,281 138,472 75.6%
認知症対応型共同生活介護 742,761 671,674 90.4% 743,173 687,810 92.6%
地域密着型特定施設入居者生活介護 217,894 169,396 77.7% 218,015 173,926 79.8%
地域密着型介護老人福祉施設入所者生活介護 186,840 196,769 105.3% 186,944 195,060 104.3%
看護小規模多機能型居宅介護 19,369 39,657 204.7% 21,641 46,000 212.6%
地域密着型通所介護 334,901 281,942 84.2% 347,574 271,721 78.2%

③施設サービス
介護老人福祉施設 1,546,418 1,480,582 95.7% 1,554,122 1,395,650 89.8%
介護老人保健施設 1,062,675 991,987 93.3% 1,066,813 1,018,750 95.5%
介護療養型医療施設・介護医療院 32,045 55,728 173.9% 32,796 72,292 220.4%

8 ,990 ,074 8 ,603 ,377 95 .7% 9 ,231 ,850 8 ,548 ,653 92 .6%

令和３年度 令和４年度
サービス

介護給付費計（Ⅰ）

（４）サービス別の受給状況 

サービス別の介護給付費の実績をみると、対計画比は令和３年度（２０２１年度）

で ９５．７％、令和４年度（２０２２年）で９２．６％と、いずれも計画値を下回っ

ています。一方、予防給付費の実績をみると、対計画比は令和３年度（２０２１年

度）で１０２．２％、令和４年度（２０２２年度）で１０５．６％と、いずれも計画

値を上回っています。これらを合わせた総給付費の対計画比は、令和３年度（２０２

１年度）で９５．９％、令和４年度（２０２２年度）で９３．１％となっており、い

ずれも計画値内に収まっています。 

サービス別の給付費の実績をみると、対計画比が１１０％を超えるサービスは、訪

問介護、訪問看護、看護小規模多機能型居宅介護、介護療養型医療施設・介護医療

院、介護予防訪問看護、介護予防居宅療養管理指導、介護予防短期入所生活介護、介

護予防短期入所療養介護、介護予防小規模多機能型居宅介護となっています。 

一方、対計画比が８０％未満であるサービスは、短期入所療養介護、特定施設入居

者生活介護、定期巡回・随時対応型訪問介護看護、認知症対応型通所介護、地域密着

型特定施設入居者生活介護、介護予防訪問入浴介護、介護予防訪問リハビリテーショ

ンとなっています。 

サービス別給付費の実績及び対計画比（１） 
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【予防給付】 単位：千円

計画値 実績値 対計画比 計画値 実績値 対計画比

①居宅サービス
介護予防訪問入浴介護 666 527 79.1% 667 502 75.3%
介護予防訪問看護 27,376 35,082 128.1% 28,484 42,011 147.5%
介護予防訪問リハビリテーション 20,291 15,607 76.9% 20,647 15,394 74.6%
介護予防居宅療養管理指導 7,711 8,761 113.6% 8,037 10,050 125.0%
介護予防通所リハビリテーション 87,791 86,394 98.4% 89,394 82,763 92.6%
介護予防短期入所生活介護 6,690 8,746 130.7% 6,694 8,415 125.7%
介護予防短期入所療養介護 2,155 2,460 114.2% 2,587 3,546 137.1%
介護予防福祉用具貸与 74,184 75,645 102.0% 78,974 86,906 110.0%
特定介護予防福祉用具購入費 5,985 4,667 78.0% 5,985 5,376 89.8%
介護予防住宅改修 21,278 19,888 93.5% 23,417 20,776 88.7%
介護予防特定施設入居者生活介護 4,909 5,561 113.3% 4,912 4,939 100.6%
介護予防支援 59,347 60,671 102.2% 61,564 65,777 106.8%

②地域密着型サービス
介護予防認知症対応型通所介護 0 0 － 0 10 －
介護予防小規模多機能型居宅介護 4,107 5,623 136.9% 4,945 7,921 160.2%
介護予防認知症対応型共同生活介護 8,911 9,001 101.0% 8,916 10,050 112.7%

331 ,401 338 ,632 102 .2% 345 ,223 364 ,437 105 .6%

9 ,321 ,475 8 ,942 ,008 95 .9% 9 ,577 ,073 8 ,913 ,090 93 .1%

予防給付費計（Ⅱ）

総給付費（Ⅰ＋Ⅱ）

サービス
令和３年度 令和４年度

サービス別給付費の実績及び対計画比（２） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

給付費の割合を居宅・地域密着型・施設のサービス系統別でみると、令和４年度

（２０２２年）では居宅が５３．７％、地域密着型が１８．９％、施設が２７．３％

となっています。また、第１号被保険者１人あたりの給付月額を在宅・居住系・施設

のサービス系統別でみると、いずれのサービス系統においても全国・愛知県より低く

なっています。 

【居宅・地域密着型・施設サービス別の受給者数と給付費の推移】 
 

受給者数 
（人） 

給付費 
１人あたりの 

給付費（千円） （千円） 割合（％） 

居
宅 

令和２年度 4,007 391,776 52.8 97.8 

令和３年度 4,062 394,863 53.8 97.2 

令和４年度 4,249 403,153 53.7 94.9 

地
域 

密
着
型 

令和２年度 798 136,453 18.4 171.0 

令和３年度 779 130,718 17.8 167.8 

令和４年度 822 142,142 18.9 172.9 

施
設 

令和２年度 788 214,081 28.8 271.7 

令和３年度 753 207,772 28.3 275.9 

令和４年度 747 204,803 27.3 274.2 

資料：介護保険事業状況報告（各年度９月サービス分）  

【第１号被保険者１人あたりの給付月額】          （円） 

 全国 愛知県 安城市 

在宅サービス 10,786 10,893 10,686 

居住系サービス 2,616 2,324 1,922 

施設サービス 7,338 6,834 6,147 

計 20,740 20,052 18,755 

資料：地域包括ケア「見える化」システム（令和２年） ※給付月額は性・年齢調整後 

資料：計画値：「あんジョイプラン９（第８次安城市高齢者福祉計画・第８期安城市介護保険事業計画」  

実績値：介護保険事業状況報告 月報（３月利用分～翌年２月利用分の累計） 
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地域支援事業の概要 

（１）地域支援事業 

要介護状態になることを予防し、地域において自立した日常生活を送ることができ

るように支援することを目的に、地域支援事業を実施します。地域における包括的な

相談及び支援体制、多様な主体の参画による日常生活の支援体制、在宅医療と在宅介

護の連携体制及び認知症高齢者への支援体制の構築等を一体的に進めます。 

国が設定した地域支援事業のメニューに基づき、本市では次表に記載した事業を実

施します。 

事業名 個別事業 

総

合

事

業 

介護予防・生活支援サービス事業 

訪問型サービス事業 

通所型サービス事業 

短期集中型介護予防サービス 

介護予防ケアマネジメント 

一般介護予防事業 

介護予防把握事業 

介護予防普及啓発事業 

地域介護予防活動支援事業 

地域リハビリテーション活動支援事業 

リハビリ専門職によるアセスメント支援事業 

高齢者地域生活支援促進事業 

 

 

 

 

 

包括的支援事業 

認知症初期集中支援推進事業 

認知症サポーターの養成と活用 

認知症カフェの充実 

従事者向け認知症対応力向上研修等の実施 

多職種連携のための人材育成研修 

看取り体制構築のための研修と市民啓発 

在宅医療に関する普及啓発 

地域ケア会議 

生活支援サービスの体制整備 

あんジョイ生活サポーター養成研修事業 

地域包括支援センターの運営 

任

意

事

業 

介護給付等費用適正化事業 介護給付等費用適正化事業 

家族介護支援事業 

認知症高齢者見守り事業 

おむつ費用助成事業 

介護者のつどい 

介護者支援事業 

その他の事業 

介護サービス相談員派遣事業 

認知症サポーターの養成と活用 

高齢者給食サービス事業 

高齢者世話付住宅生活援助員派遣事業 

  

３ 
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地域包括支援センターの運営 

（１）地域包括支援センターの概要 

高齢者が住み慣れた地域で暮らし続けるため、日常生活圏域ごとに地域包括支援セ

ンターを設置しています。地域包括支援センターでは、介護予防、様々な相談への対

応、虐待の防止や早期発見等の権利擁護、ケアマネジャー支援、関係者のネットワー

クの構築等を行っています。また、高齢福祉課は各地域包括支援センター間の連絡調

整及び支援を行っています。 

以下のような業務を行うため、地域包括支援センターには、社会福祉士、主任介護

支援専門員、保健師または地域保健等の経験を持つ看護師等を配置しています。 

① 介護予防ケアマネジメント 

基本チェックリスト該当者や要支援認定者が、要介護状態にならないよう予防する

ためのケアマネジメントを行います。具体的には、アセスメントの実施、プランの作

成、多様な主体によるサービスの提供、再アセスメントという流れで実施します。さ

らに、高齢者の状況に応じて、介護予防・日常生活支援総合事業や介護予防給付が効

果的に提供されているかを評価（モニタリング）します。 

② 総合的な相談・支援 

地域における関係機関との連絡調整やネットワークの構築をするとともに、高齢者

の心身や生活状況等を把握し、必要なサービスの利用につなげるなどの支援を行いま

す。 

③ 虐待の防止・早期発見等の権利擁護 

高齢者に対する虐待の防止や早期発見のためのネットワーク構築、成年後見制度・

日常生活自立支援事業等についての情報提供など、高齢者の権利擁護に関する取組み

を行います。 

④ 包括的・継続的ケアマネジメント 

ケアマネジャーに対する日常的個別指導や相談、支援困難事例等への指導・助言、

地域でのケアマネジャーのネットワーク構築、自立支援に資するケアマネジメントの

支援等を行います。 

 

  

４ 
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介護サービス量・保険料の見込み 

（１）介護サービス量・保険料算定 

① 将来人口推計をもとに「被保険者数」を推計し、高齢化や重度化予防の効果等を

勘案して「認定者数」を推計します。 

② 認定者のうち「施設・居住系サービス」の利用人数を見込み、「受給率」を勘案

しながら「在宅サービス利用者数」を推計します。 

③ サービス種類ごとに１人１月あたりの利用回（日）数を推計し、平均利用単価を

乗じて月あたりの給付費を推計します。これをベースに、第１号被保険者の保険料

額を算出します。 

■介護保険料算定の流れ 

 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 

 
  

施設・居住系サービス利用者数の推計 

受給率を勘案 

在宅サービス利用者数の推計 

在宅サービスの利用回(日)数の推計 

在宅サービスの給付費の推計 

被保険者数の推計 

高齢化の状況、重度化予防
の効果等を勘案 

施設・居住系サービス
の給付費の推計 

認定者数の推計 

介護サービス給付費等の推計 

第１号被保険者の保険料額の決定 

５ 

① 

② 

③ 



87 

 

（２）将来人口と被保険者数の推計 

令和２２年（２０４０年）までの将来人口を推計し、第９期における被保険者数を

下表のとおり見込みました。 

【人口推計及び被保険者数】                       （単位：人） 

 令和 6年度 令和 7年度 令和 8年度 令和 12 年度 令和 17 年度 令和 22 年度 

総人口 188,237 187,808 187,327 184,862 180,915 176,014 

 第 1 号被保険者数 41,671 41,932 42,309 44,690 48,455 52,772 

 
 

65～74 歳 18,461 17,912 17,752 19,267 23,412 26,691 

75 歳以上 23,210 24,020 24,557 25,423 25,043 26,081 

第 2 号被保険者数 66,356 66,679 66,818 65,651 61,899 56,978 

※住民基本台帳の過去５年分の数値から算出しました。 

 

（３）要介護等認定者数と認定率の推計 

近年の認定率の推移等を勘案し、要介護度別の認定者数と認定率を下表のとおり見

込みました。 

【要介護認定者数及び認定率】                     （単位：人） 
 令和 6年度 令和 7年度 令和 8年度 令和 12 年度 令和 17 年度 令和 22 年度 

認定者数 6,214 6,339 6,492 7,194 7,871 8,169 

 
 

要支援 1 1,237  1,265  1,290 1,429  1,526  1,564  

要支援 2 909  917  925 1,024  1,114  1,145  

要介護 1 1,212  1,236  1,279 1,432  1,592  1,594  

要介護 2 800  810  826 911  1,002  1,050  

要介護 3 650  671  697 767  861  934  

要介護 4 872  893  911 1,013  1,106  1,161  

要介護 5 534  547  564 618  670  721  

うち、第 1 号被保険者 6,048 6,169 6,322 7,027 7,715 8,025 

  

要支援 1 1,207  1,234  1,259 1,399  1,498  1,538  

要支援 2 878  884  892 992  1,084  1,117  

要介護 1 1,197  1,221  1,264 1,417  1,578  1,581  

要介護 2 772  781  797 883  976  1,026  

要介護 3 634  655  681 751  846  920  

要介護 4 848  869  887 989  1,083  1,141  

要介護 5 512  525  542 596  650  702  

認定率（％） 14.5 14.7 14.9 15.7 15.9 15.2 

※認定率（％）＝認定者数（第１号被保険者）÷第１号被保険者数×１００ 

※令和６～８年度は、後期高齢者数の過去３年間の伸びの平均値を勘案して算出しました。 

※令和１２、１７、２２年度は、後期高齢者数の過去５年間の伸びの平均値を勘案して算出しました。 
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（４）サービスの見込 

サービスの給付費、回数（日数）、人数を以下のとおり見込みました。 

介護予防サービス給付費と介護サービス給付費を合算した額が、第９期における総給

付費となります。 

【介護予防サービス 給付費・回数（日数）・人数】 
 令和 6 年度 令和 7 年度 令和 8 年度 令和 12 年度 令和 17 年度 令和 22 年度 

（1）介護予防サービス       

 

介護予防訪問入浴介護 

給付費（千円） 546 547 547 547 547 547 

回数（回） 5.0 5.0 5.0 5.0 5.0 5.0 

人数（人） 2 2 2 2 2 2 

介護予防訪問看護 

給付費（千円） 66,876 67,670 67,992 73,798 78,186 79,670 

回数（回） 1,223.0 1,236.0 1,242.0 1,348.0 1,428.0 1,455.0 

人数（人） 185 187 188 204 216 220 

介護予防訪問リハビリテ

ーション 

給付費（千円） 16,037 16,318 16,688 18,580 19,842 20,212 

回数（回） 472.2 480.0 490.8 546.6 583.8 594.6 

人数（人） 49 50 51 57 61 62 

介護予防居宅療養管理指

導 

給付費（千円） 14,393 14,535 14,764 16,034 17,057 17,393 

人数（人） 126 127 129 140 149 152 

介護予防通所リハビリテ

ーション 

給付費（千円） 86,348 87,026 88,112 97,729 105,693 108,615 

人数（人） 214 216 219 243 262 269 

介護予防短期入所生活介

護 

給付費（千円） 12,121 12,632 12,897 13,658 14,914 14,914 

日数（日） 164.8 171.2 175.2 185.6 202.4 202.4 

人数（人） 31 32 33 35 38 38 

介護予防短期入所療養介

護（老健） 

給付費（千円） 6,587 7,552 8,137 8,137 8,137 8,137 

日数（日） 95.8 109.3 117.9 117.9 117.9 117.9 

人数（人） 10 11 12 12 12 12 

介護予防短期入所療養介

護（病院等） 

給付費（千円） 0 0 0 0 0 0 

日数（日） 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 

人数（人） 0 0 0 0 0 0 

介護予防短期入所療養介

護（介護医療院） 

給付費（千円） 0 0 0 0 0 0 

日数（日） 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 

人数（人） 0 0 0 0 0 0 

介護予防福祉用具貸与 
給付費（千円） 111,256 112,596 113,861 124,536 133,440 136,535 

人数（人） 1,242 1,258 1,273 1,392 1,490 1,524 

特定介護予防福祉用具購

入費 

給付費（千円） 6,404 6,748 7,115 7,115 7,827 7,827 

人数（人） 18 19 20 20 22 22 

介護予防住宅改修 
給付費（千円） 22,844 22,844 22,844 23,937 26,013 27,106 

人数（人） 22 22 22 23 25 26 

介護予防特定施設入居者

生活介護 

給付費（千円） 4,823 6,030 6,030 6,756 6,756 6,756 

人数（人） 6 7 7 8 8 8 

（2）地域密着型介護予防サービス       

 

介護予防認知症対応型通

所介護 

給付費（千円） 136 136 272 272 272 272 

回数（回） 2.0 2.0 4.0 4.0 4.0 4.0 

人数（人） 1 1 2 2 2 2 

介護予防小規模多機能型

居宅介護 

給付費（千円） 15,012 15,610 15,610 17,280 18,371 18,371 

人数（人） 18 19 19 21 22 22 

介護予防認知症対応型共

同生活介護 

給付費（千円） 9,656 9,668 9,668 9,668 12,891 12,891 

人数（人） 3 3 3 3 4 4 

（3）介護予防支援 
給付費（千円） 72,773 73,961 75,000 82,748 89,056 91,428 

人数（人） 1,260 1,279 1,297 1,431 1,540 1,581 

合計 給付費（千円） 445,812 453,873 459,537 500,795 539,002 550,674 

※「給付費」は１２か月累計の総給付費、「回数（日数）」は１月あたりの総利用回数（日数）、 

「人数」は１月あたりの利用者数（年度平均値）を示しています。 

※令和４年度の利用実績をベースに、令和５年度の利用ニーズの伸びを見込んで算出しました。 
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【介護サービス 給付費・回数（日数）・人数】 
 令和 6 年度 令和 7 年度 令和 8 年度 令和 12 年度 令和 17 年度 令和 22 年度 

（1）居宅サービス       

 

訪問介護 
給付費（千円） 865,926 895,170 930,318 995,742 1,094,210 1,156,920 
回数（回） 25,277.3 26,107.0 27,136.0 29,029.3 31,884.9 33,724.6 
人数（人） 756 777 805 869 958 1,003 

訪問入浴介護 
給付費（千円） 93,768 97,166 101,178 107,692 118,116 127,099 
回数（回） 614.0 635.6 661.9 704.4 772.8 831.7 
人数（人） 116 120 125 133 146 157 

訪問看護 
給付費（千円） 281,410 290,982 302,875 325,935 360,047 380,845 
回数（回） 4,219.9 4,356.5 4,532.9 4,881.5 5,391.6 5,697.9 
人数（人） 484 499 519 560 619 653 

訪問リハビリテーション 
給付費（千円） 44,488 45,984 47,449 50,875 55,848 59,446 
回数（回） 1,262.8 1,304.0 1,345.4 1,442.6 1,583.1 1,685.5 
人数（人） 126 130 134 144 158 168 

居宅療養管理指導 
給付費（千円） 141,583 146,277 151,830 164,260 181,646 190,858 
人数（人） 1,073 1,107 1,149 1,243 1,375 1,445 

通所介護 
給付費（千円） 1,293,465 1,330,723 1,377,867 1,497,786 1,655,941 1,726,405 
回数（回） 13,156.0 13,498.2 13,969.2 15,233.5 16,854.5 17,497.6 
人数（人） 1,112 1,140 1,179 1,288 1,425 1,476 

通所リハビリテーション 
給付費（千円） 374,357 385,185 398,774 432,555 479,282 504,747 
回数（回） 3,236.8 3,321.0 3,435.8 3,740.7 4,147.0 4,348.4 
人数（人） 392 402 416 453 502 526 

短期入所生活介護 
給付費（千円） 535,676 553,417 578,221 620,242 686,322 723,338 
日数（日） 4,940.9 5,091.9 5,317.1 5,717.6 6,331.3 6,657.0 
人数（人） 433 445 464 502 556 581 

短期入所療養介護 
（老健） 

給付費（千円） 138,123 141,666 147,121 159,986 176,347 185,492 
日数（日） 1,054.2 1,079.8 1,120.9 1,221.5 1,346.3 1,412.7 
人数（人） 126 129 134 146 161 169 

短期入所療養介護 
（病院等） 

給付費（千円） 0 0 0 0 0 0 
日数（日） 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 
人数（人） 0 0 0 0 0 0 

短期入所療養介護 
（介護医療院） 

給付費（千円） 0 0 0 0 0 0 
日数（日） 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 
人数（人） 0 0 0 0 0 0 

福祉用具貸与 
給付費（千円） 346,734 357,999 371,653 400,057 442,498 468,316 
人数（人） 1,773 1,826 1,893 2,051 2,273 2,386 

特定福祉用具購入費 
給付費（千円） 13,710 13,710 14,669 15,827 18,348 18,762 
人数（人） 33 33 35 38 44 45 

住宅改修費 
給付費（千円） 20,132 21,077 21,077 23,007 26,047 26,047 
人数（人） 20 21 21 23 26 26 

特定施設入居者生活介護 
給付費（千円） 95,578 98,490 102,958 112,971 124,661 129,825 
人数（人） 39 40 42 46 51 53 

（2）地域密着型サービス       

 

定期巡回・随時対応型訪問
介護看護 

給付費（千円） 147,564 150,670 150,670 160,427 176,231 192,959 
人数（人） 54 55 55 59 65 71 

夜間対応型訪問介護 
給付費（千円） 0 0 0 0 0 0 
人数（人） 0 0 0 0 0 0 

地域密着型通所介護 
給付費（千円） 292,957 299,895 310,444 338,253 375,877 392,775 
回数（回） 2,746.9 2,808.5 2,902.7 3,177.9 3,531.6 3,668.3 
人数（人） 274 280 289 317 352 365 

認知症対応型通所介護 
給付費（千円） 33,483 35,822 36,407 36,992 44,339 46,636 
回数（回） 236.8 249.7 255.6 261.5 313.3 326.2 
人数（人） 24 25 26 27 32 33 

小規模多機能型居宅介護 
給付費（千円） 156,561 158,356 161,598 174,343 196,001 206,569 
人数（人） 63 64 65 71 79 83 

認知症対応型共同生活介護 
給付費（千円） 788,798 806,362 829,342 920,009 1,011,246 1,045,250 
人数（人） 242 247 254 282 310 320 

地域密着型特定施設入居者
生活介護 

給付費（千円） 199,879 216,967 237,039 255,975 279,902 295,974 
人数（人） 82 89 97 105 115 121 

地域密着型介護老人福祉施
設入所者生活介護 

給付費（千円） 206,782 207,044 207,044 245,088 271,890 292,677 
人数（人） 60 60 60 71 79 85 

看護小規模多機能型居宅介
護 

給付費（千円） 83,898 94,584 107,493 116,994 121,353 125,711 
人数（人） 26 30 34 37 38 39 

（3）施設サービス       

 

介護老人福祉施設 
給付費（千円） 1,682,763 1,784,912 1,784,912 2,069,116 2,240,265 2,365,912 
人数（人） 510 540 540 626 678 716 

介護老人保健施設 
給付費（千円） 1,099,031 1,100,421 1,100,421 1,294,624 1,422,661 1,498,080 
人数（人） 317 317 317 373 410 431 

介護医療院 
給付費（千円） 83,035 83,140 83,140 97,064 106,531 111,543 
人数（人） 18 18 18 21 23 24 

（4）居宅介護支援 
給付費（千円） 508,916 524,425 544,133 590,867 654,628 684,897 
人数（人） 2,490 2,559 2,653 2,889 3,201 3,339 

合計 給付費（千円） 9,528,617 9,840,444 10,098,633 11,206,687 12,320,237 12,957,083 

※令和４年度の利用実績をベースに、令和５年度の利用ニーズの伸びを見込んで算出しました。 
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（５）施設サービス利用者数 

施設サービス利用者数を下表のとおり見込みます。施設サービス利用者のうち要介

護４及び５の占める割合は、令和２２年度（２０４０年）に６１．１％となることを

見込みました。 

【施設サービス利用者数】                      （単位：人） 
 令和 6年度 令和 7年度 令和 8年度 令和 12 年度 令和 17 年度 令和 22 年度 

施設サービス利用者数（総数） 845 875 875 1,020 1,111 1,171 

 

介護老人福祉施設 510 540 540 626 678 716 

介護老人保健施設 317 317 317 373 410 431 

介護医療院 18 18 18 21 23 24 

 
うち要介護 4・5 522 544 544 630 681 716 

うち要介護 4・5（％） 61.8 62.2 62.2 61.8 61.3 61.1 

※令和６～８年度は、施設整備状況を勘案して設定しました。令和１２、１７、２２年度は、施設整備

状況及び利用ニーズの伸びを勘案して算出しました。 

 
 

（６）地域支援事業費 

地域支援事業費については、介護予防・日常生活支援総合事業、包括的支援事業（地

域包括支援センターの運営）及び任意事業費、包括的支援事業（社会保障充実分）のそ

れぞれの事業実績に基づき、下表のとおり見込みました。 

【地域支援事業費の見込み】                    （単位：千円） 
 第 9期 

合計 令和 6年度 令和 7年度 令和 8年度 

介護予防・日常生活支援総合事業 
1,201,638 

（1,061,382） 
388,511 

（343,163） 
402,069 

（355,139） 
411,058 

（363,079） 

包括的支援事業（地域包括支援セン
ターの運営）及び任意事業 

800,183 
（599,684） 

264,105 
（198,467） 

266,389 
（199,711） 

269,689 
（201,506） 

包括的支援事業（社会保障充実分） 
301,653 

（301,653） 
100,551 

（100,551） 
100,551 

（100,551） 
100,551 

（100,551） 

地域支援事業費計 
2,303,475 

（1,962,719） 
753,167 

（642,182） 
769,010 

（655,401） 
781,298 

（665,136） 

※保険料推計には、上記の総事業費から寄付金その他の収入額を控除した交付金対象経費支出予定額

（下段カッコ内）を使用しています。 

※地域支援事業費の実績をベースに算出しました。 
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（７）標準給付費 

総給付費に、特定施設入所者介護サービス費（見直しに伴う財政影響額調整後）、高

額介護サービス費（見直しに伴う財政影響額調整後）、高額医療合算介護サービス費、

国民健康保険団体連合会への審査支払手数料を加えた「標準給付費見込み額」は、下表

のとおり見込みました。 

 

【標準給付費の見込み】                       （単位：千円） 
 第 9 期 

令和 12 年度 令和 17 年度 令和 22 年度 
合計 令和 6 年度 令和 7 年度 令和 8 年度 

標準給付費見込額 32,122,704 10,395,769 10,725,822 11,001,113 12,190,005 13,383,276 14,050,350 

 総給付費 30,826,916 9,974,429 10,294,317 10,558,170 11,707,482 12,859,239 13,507,757 

 
特定入所者介護サービス費等

給付額（財政影響額調整後） 
468,331 152,677 155,945 159,709 174,295 190,697 197,917 

  

特定入所者介護サービス

費等給付額 
461,418 150,551 153,580 157,287 174,295 190,697 197,917 

制度改正に伴う財政影響

額 
6,913 2,125 2,365 2,422 0 0 0 

 
高額介護サービス費等給付額

（財政影響額調整後） 
687,090 223,943 228,804 234,342 255,030 279,030 289,594 

  

高額介護サービス費等給

付額 
675,152 220,289 224,720 230,144 255,030 279,030 289,594 

高額介護サービス費等の

利用者負担の見直し等に

伴う財政影響額 
11,938 3,655 4,084 4,199 0 0 0 

 
高額医療合算介護サービス費

等給付額 
121,600 38,600 40,500 42,500 46,500 47,000 47,500 

 算定対象審査支払手数料 18,768 6,120 6,256 6,392 6,698 7,310 7,582 

  

審査支払手数料一件あた

り単価 
 34 34 34 34 34 34 

審査支払手数料支払件数

（件） 
552,000 180,000 184,000 188,000 197,000 215,000 223,000 

審査支払手数料差引額 0 0 0 0 0 0 0 

※（４）に記載したサービス見込み額の計である「総給付費」に、実績等から見込んだ各種見込み額を

加算して「標準給付費見込額」を算出しました。 
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（８）第１号被保険者保険料の見込み 

「標準給付費」と「地域支援事業費」に対する第１号被保険者負担分相当額（負担割

合は、第９期期間中は２３％、令和２２年（２０４０年）は２６％の見込み）が、第１

号被保険者保険料を算出する根拠となります。これに、調整交付金の見込み、市町村特

別給付費等を加え、保険料収納率の見込みを勘案して、保険料基準額を算定しました。 

 

【第１号被保険者保険料の見込み】                 （単位：千円） 

 
第 9 期 

令和 12 年度 令和 17 年度 令和 22 年度 
合計 令和 6 年度 令和 7 年度 令和 8 年度 

第１号被保険者負担分相

当額(①) 
7,839,647 2,538,729 2,617,681 2,683,237 3,082,664 3,513,730 3,833,181 

調整交付金相当額(②) 1,659,204 536,947 554,048 568,210 626,552 686,180 719,556 

調整交付金見込額(③) 159,239 33,291 52,081 73,867 0 0 0 

調整交付金見込交付割合

（％） 
 0.31 0.47 0.65 0.00 0.00 0.00 

 

後期高齢者加入割合

補正係数 
 1.0915 1.0853 1.0780 1.1054 1.1409 1.1875 

所得段階別加入割合

補正係数 
 1.1030 1.1030 1.1030 1.1030 1.1030 1.1030 

準備基金取崩額(④) 951,700    0 0 0 

市町村特別給付費等 0 0 0 0 0 0 0 

市町村相互財政安定化事

業負担額 
0    0 0 0 

保険者機能強化推進交付

金等の交付見込額(⑤) 
90,000    0 0 0 

保険料収納必要額(⑥） 8,297,912    3,709,216 4,199,910 4,552,737 

予定保険料収納率（％）

(⑦) 
99.0    99.0 99.0 99.0 

所得段階別加入割合補正

後被保険者数（人）(⑧) 
134,306 44,449 44,727 45,130 47,671 51,686 56,291 

保険料基準額（月額） 
（円） 

5,200    6,549 6,839 6,807 

準備基金取崩額の影響

（円） 
596    0 0 0 

保険料基準額の伸び率

（％）（対８期保険料） 
-1.7    23.8 29.3 28.7 

※「標準給付費」と「地域支援事業費」の計の２３％相当額（令和２２年は２６％相当額）をベースに、

調整交付金、準備基金取崩額、保険料収納率などを勘案して「保険料基準額」を算出しました。 

 

 

参考 第９期における第１号被保険者保険料の基準額（月額）算出方法 

 

・（標準給付費見込額＋地域支援事業費）×負担割合（２３％） ＝ 第１号被保険者負担分相当額（①） 

・①＋②－③－④－⑤ ＝ 保険料収納必要額（⑥） 

・⑥÷⑦÷⑧÷１２か月 ＝ 保険料基準額（月額） 
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（９）高齢者の所得段階別の割合と保険料段階 

第１号被保険者保険料は、保険料基準額に所得段階別の割合を乗じた額を負担してい

ただくことになります。 

本市における所得段階別の構成比及び被保険者数、所得段階別の割合は、下表のとお

りに設定しました。 

【所得段階別の状況】                            （単位：人） 
第 9 期 

令和 12 年度 令和 17 年度 令和 22 年度 
合計 令和 6 年度 令和 7 年度 令和 8 年度 

第１号被保険者数 125,912  41,671  41,932  42,309  44,690  48,455  52,772  

 前期（65～74 歳） 54,125  18,461  17,912  17,752  19,267  23,412  26,691  

 後期（75 歳～） 71,787  23,210  24,020  24,557  25,423  25,043  26,081  

 後期（75 歳～84 歳） 51,134  16,654  17,179  17,301  17,196  14,828  16,077  

  後期（85 歳～） 20,653  6,556  6,841  7,256  8,227  10,215  10,004  

 所得段階別加入割合 合計 令和 6 年度 令和 7 年度 令和 8 年度 令和 12 年度 令和 17 年度 令和 22 年度 

  第 1 段階  8.9％ 8.9％ 

  第 2 段階  6.6％ 6.6％ 

  第 3 段階  5.9％ 5.9％ 

  第 4 段階  11.9％ 11.9％ 

  第 5 段階  19.2％ 19.2％ 

  第 6 段階  14.9％ 14.9％ 

  第 7 段階  16.5％ 16.5％ 

  第 8 段階  8.1％ 8.1％ 

  第 9 段階  2.9％ 2.9％ 

  第 10 段階  1.4％ 1.4％ 

  第 11 段階  0.8％ 0.8％ 

  第 12 段階  0.6％ 0.6％ 

  第 13 段階  0.4％ 0.4％ 

  第 14 段階  0.3％ 0.3％ 

  第 15 段階  0.2％ 0.2％ 

  第 16 段階  1.4％ 1.4％ 

  合計  100.0％ 100.0％ 

 所得段階別被保険者数 合計 令和 6 年度 令和 7 年度 令和 8 年度 令和 12 年度 令和 17 年度 令和 22 年度 

  第 1 段階 11,178  3,699  3,723  3,756  3,967  4,302  4,685  

  第 2 段階 8,321  2,754  2,771  2,796  2,953  3,202  3,487  

  第 3 段階 7,387  2,445  2,460  2,482  2,622  2,843  3,096  

  第 4 段階 15,042  4,978  5,009  5,055  5,339  5,789  6,304  

  第 5 段階 24,129  7,986  8,036  8,107  8,563  9,283  10,113  

  第 6 段階 18,777  6,214  6,253  6,310  6,665  7,226  7,870  

  第 7 段階 20,821  6,891  6,934  6,996  7,390  8,013  8,727  

  第 8 段階 10,159  3,362  3,383  3,414  3,606  3,910  4,258  

  第 9 段階 3,625  1,200  1,207  1,218  1,287  1,395  1,519  

  第 10 段階 1,774  587  591  596  630  683  744  

  第 11 段階 1,044  345  348  351  370  402  437  

  第 12 段階 706  234  235  237  251  272  296  

  第 13 段階 472  156  157  159  168  182  198  

  第 14 段階 399 132  133  134  142  154  167  

  第 15 段階 273 90  91  92  97  105  114  

  第 16 段階 1,805  598  601  606  640  694  757  

  合計 125,912  41,671  41,932  42,309  44,690  48,455  52,772  

 
所得段階別加入割合補正後 

被保険者数（弾力化後） 
134,306 44,449  44,727  45,130  47,671  51,686 56,291  

※所得段階別人口比率の実績を各年度の推計人口に乗じて算出しました。 
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（10）所得段階別の第１号被保険者保険料 

第９期では、第１号被保険者保険料について、高齢者の所得段階を下表の１６段階に

分け、各段階で保険料基準額に対する割合を設定します。 

【図表 所得段階別の保険料率の設定（第９期）】 

所得段階及び対象者 
基準額に 

対する割合 
保険料額：年額 

第 1段階 

世帯全員が 

市民税非課税 

・生活保護受給者 

・老齢福祉年金受給者 

・前年の合計所得金額と課税年金収入額

の合計が 80 万円以下 

0.37 
（0.20）※ 

 

23,088 円 

（12,480 円） 

 

第 2段階 
前年の合計所得金額と課税年金収入額の

合計が 80 万円を超え 120 万円以下 

0.55 
（0.35）※ 

34,320 円 

（21,840 円） 

第 3段階 
前年の合計所得金額と課税年金収入額の

合計が 120 万円を超える 

0.605 
（0.60）※ 

37,752 円 

（37,440 円） 

第 4段階 
市民税が課税されて 

いる世帯員がいるが 

本人は市民税非課税 

前年の合計所得金額と課税年金収入額の

合計が 80 万円以下 
0.80 49,920 円 

第 5段階 

【基準額】 

前年の合計所得金額と課税年金収入額の

合計が 80 万円を超える 
1.00 62,400 円 

第 6段階 

本人が市民税課税 

前年の合計所得金額が 120 万円未満 1.15 71,760 円 

第 7段階 
前年の合計所得金額が 120 万円以上 

210 万円未満 
1.30 81,120 円 

第 8段階 
前年の合計所得金額が 210 万円以上 

320 万円未満 
1.50 93,600 円 

第 9段階 
前年の合計所得金額が 320 万円以上 

420 万円未満 
1.70 106,080 円 

第 10 段階 
前年の合計所得金額が 420 万円以上 

520 万円未満 
1.90 118,560 円 

第 11 段階 
前年の合計所得金額が 520 万円以上 

620 万円未満 
2.10 131,040 円 

第 12 段階 
前年の合計所得金額が 620 万円以上 

720 万円未満 
2.30 143,520 円 

第 13 段階 
前年の合計所得金額が 720 万円以上 

820 万円未満 
2.40 149,760 円 

第 14 段階 
前年の合計所得金額が 820 万円以上 

920 万円未満 
2.50 156,000 円 

第 15 段階 
前年の合計所得金額が 920 万円以上 

1,020 万円未満 
2.60 162,240 円 

第 16 段階 前年の合計所得金額が 1,020 万円以上 2.70 168,480 円 

※第１段階～第３段階については、公費軽減後の割合と保険料額をカッコ内に記載しています。 
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第６章 施設整備計画 

介護保険関連施設 

（１）施設サービス 

① 介護老人福祉施設（特別養護老人ホーム） 

 

 令和５年１０月時点で、市内に５か所あり、定員の合計は５２０人

となっています。 

 将来的に介護を必要とする人の数が増加することを見込み、介護老

人福祉施設への入所待機者や、介護のために仕事を辞める介護離職

に対応する必要があります。 

 

 第８期計画では新たに定員１２０人分を整備し、令和６年４月に１

か所開所予定のため、整備はしません。 

 

② 介護老人保健施設（老人保健施設） 

 

 令和５年１０月時点で、市内に３か所あり、定員の合計は３１０人

（短期入所療養介護含む）となっています。 

 

 広域的な利用が可能であることを考慮し、整備はしません。 

 

 

③ 介護医療院 

 

 令和５年１０月時点で、市内にありません。 

 

 

 医療保険適用の療養病床を持つ法人の介護医療院への転換意向の

把握に努めます。 

 

  

１ 

現状 

整備 

方針 

現状 

整備 

方針 

現状 

整備 

方針 
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（２）居宅サービス 

① 特定施設入居者生活介護（定員３０人以上） 

 

 令和５年１０月時点で、市内にありません。 

 

 

 広域的な利用が可能であることを考慮し、整備はしません。 

 

 

 

（３）地域密着型サービス 

① 認知症対応型共同生活介護（認知症高齢者グループホーム） 

 

 令和５年１０月時点で、市内に１３か所あり、定員の合計は２４３

人となっています。 

 

 第８期計画では新たに定員１８人分を整備し、令和６年４月に      

１か所開所予定のため、整備はしません。 

 

 

② 地域密着型介護老人福祉施設（地域密着型特別養護老人ホーム） 

 

 令和５年１０月時点で、市内に２か所あり、定員の合計は５８人と

なっています。 

 

 特別養護老人ホーム定員１２０人分が令和６年４月に開所予定の

ため、整備はしません。 

 

 

③ 地域密着型特定施設（定員２９人以下） 

 

 令和５年１０月時点で、市内に３か所あり、定員の合計は８７人と

なっています。 

 

 他の施設・居住系サービスの整備数を考慮し、整備はしません。 

 

 

現状 

整備 

方針 

現状 

整備 

方針 

現状 

整備 

方針 

現状 

整備 

方針 
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④ 小規模多機能型居宅介護・看護小規模多機能型居宅介護 

 

 小規模多機能型居宅介護は、令和５年１０月時点で、市内に４か所

あり、登録定員は１０８人となっています。また、看護小規模多機

能型居宅介護は、市内に１か所あり、登録定員は２９人となってい

ます。 

 

 第８期計画では、看護小規模多機能型居宅介護について、新たに登

録定員２９人分を整備し、令和６年４月に１か所開所予定ため、整

備はしません。 

 

 

⑤ 定期巡回・随時対応型訪問介護看護 

 

 令和５年１０月時点で、市内に１か所あります。 

 

 

 市民ニーズの把握及び事業者のサービス実施意向の把握に努めま

す。 

 

 

（４）その他 

① 地域包括支援センター 

 

 日常生活圏域ごとに１か所あり、社会福祉協議会、社会福祉法人、

医療法人に運営を委託しています。 

 

 各日常生活圏域に１か所あるため、新たな整備はせず、市民・関係

機関と連携して地域の様々な課題を解決できるよう機能強化に努

めます。 

 

 

 

  

現状 

整備 

方針 

現状 

整備 

方針 

現状 

整備 

方針 
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高齢者福祉施設 

① 養護老人ホーム 

 

 令和５年１０月時点で、市内に１か所あり、定員５０人となってい

ます。 

 

 １か所あるため、新たな施設の整備はしません。 

 

② 福祉センター 

 

 令和５年１０月時点で、日常生活圏域に１か所ずつ、計８か所整備

されています。 

 

 各日常生活圏域に１か所あるため、新たな施設の整備はしません。 

 

③ 高齢者生きがいセンター 

 

 令和５年１０月時点で、市内に１か所整備されています。 

 

 

 １か所整備されているため、新たな施設の整備はしません。 

 

④ ケアハウス 

 

 令和５年１０月時点で、市内に１か所あり、定員５０人となってい

ます。 

 

 市内介護保険施設等の整備状況及び有料老人ホーム・サービス付き

高齢者向け住宅の状況を考慮し、整備はしません。 

 

 

  

２ 

現状 

整備 

方針 

現状 

整備 

方針 

現状 

整備 

方針 

現状 

整備 

方針 
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第７章 計画の推進 

計画の推進体制 

 

計画に位置づけられた事業の実施にあたっては、外部委員組織として、「あんジョイ

プラン１０」の進捗状況管理、介護保険事業の総括的な評価及び地域包括支援センタ

ー運営の評価を行うための「介護保険・地域包括支援センター運営協議会」、地域密着

型サービスの質の確保の観点から評価を行うための「地域密着型サービス運営委員

会」を開催します。 

さらに、庁内の関係部局及び社協からなる「健康とやすらぎ推進本部」において、

計画の進捗管理と事業の円滑な推進を図ります。 

また、広域的調整を行う組織である愛知県圏域保健医療福祉推進会議と連携及び調

整を行います。 

 

 

  あんジョイプラン１０の推進体制 

 

  

  

 

 

 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【庁内組織】 

１０ 

１ 

広域的調整 

愛知県圏域保健医療福祉推進会議 

（西三河南部西圏域） 

進捗管理 

介護保険・地域包括支援センター運営協議会 

地域密着型サービス運営委員会 

（注）保健・医療・福祉関係者等で構成される外部委員組織 

（注）社協を含んだ内部組織 

幹事会 分科会 

健康とやすらぎ推進本部 

【外部委員会】 

連携と調整 

連携と調整 
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参考資料 

用語集 

 

用 語 読 み 意 味 

ＩＣＴ あいしーてぃー 「Information and Communication Technology」（情報通

信技術）の略。デジタル化された情報の通信技術であり、

インターネットなどを経由して人と人とをつなぐ役割を

果たしています。 

アセスメント あせすめんと 利用者の置かれている状況を把握し、生活上の支障・要望

などに関する情報を収集し、心身機能の低下の背景・要因

を分析し、解決すべき生活課題と可能性を把握すること。

介護保険では、ケアプラン作成の前に行います。 

アドバンス・ケア・

プランニング 

（ＡＣＰ、愛称：人

生会議）  

あどばんす・けあ・

ぷらんにんぐ 

（えーしーぴー、 

（あいしょう：じん

せいかいぎ） 

「Advance Cara Planning」の略。人生の最終段階におけ

る医療・ケアについて、本人や家族が医療・ケアチームと

繰り返し話し合う取組みのことです。通称「人生会議」。 

あんジョイ生活サ

ポーター 

あんじょいせいか

つさぽーたー 

市が行うあんジョイ生活サポーター養成研修を修了し、安

城市内の生活支援訪問サービスやボランティアなどに従

事する人のことです。 

介護給付等費用適

正化 

かいごきゅうふと

うひようてきせい

か 

利用者に対する適切な介護サービスを確保するとともに、

不適切な給付を削減すること。事業としては、認定調査状

況チェック、ケアプランの点検、住宅改修等の点検、医療

情報との突合・縦覧点検等があります。 

介護支援専門員（ケ

アマネジャー） 

かいごしえんせん

もんいん（けあまね

じゃー） 

要介護者等からの相談に応じ、心身の状況、その置かれて

いる環境等を十分に踏まえ適切なサービスを利用できる

よう、ケアプランの作成や市町村・サービス事業者等との

連絡調整等を行う人で、要介護者等が自立した日常生活を

営むのに必要な援助に関する専門的知識や技術を有する

人のことです。 

介護人材 かいごじんざい 高齢者の世話をする仕事をする人のこと。日本国内の介護

職や介護福祉士などの資格を持つ人だけでなく、特定技能

「介護」という在留資格で、日本で働く外国人も含まれま

す。 

介護老人福祉施設

（特別養護老人ホ

ーム） 

かいごろうじんふ

くししせつ（とくべ

つようごろうじん

ほーむ） 

介護が必要で、かつ在宅介護が難しい状態の高齢者のため

の、公共の入居型福祉施設です。要介護３以上の認定を受

けた、自宅での生活が非常に難しい高齢者が入居対象とな

り、日常生活における介助を２４時間体制で行っていま

す。 
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用 語 読 み 意 味 

介護老人保健施設 かいごろうじんほ

けんしせつ 

介護を必要とする高齢者の自立を支援し、家庭への復帰を

目指すために、医師による医学的管理の下、看護・介護と

いったケアはもとより、作業療法士や理学療法士等による

リハビリテーション、また、栄養管理・食事・入浴などの

日常サービスまで併せて提供する施設です。 

通いの場 かよいのば 地域の住民同士が気軽に集い、一緒に活動内容を企画し、

ふれあいを通して「生きがいづくり」「仲間づくり」の輪

を広げる場所のことです。 

（看護）小規模多機

能型居宅介護 

（かんご）しょうき

ぼたきのうがたき

ょたくかいご 

要介護状態となった場合においても、利用者が可能な限り

居宅において、利用者自身が持っている能力に応じ自立し

た日常生活を営むことができるよう、その療養生活を支援

し心身の機能の維持回復及び生活機能の維持または向上

を目指すサービスのことです。 

カンファレンス かんふぁれんす 会議・協議を意味する言葉で、医療や福祉の現場において

は、利用者に関する情報の共有等に向けて開催される会議

や検討会等を指します。 

基本チェックリス

ト 

きほんちぇっくり

すと 

高齢者が自分の生活や健康状態を振り返り、心身の機能で

衰えているところがないかどうかをチェックするための

ものです。生活機能の低下のおそれがある高齢者を早期に

把握し、介護予防・日常生活支援総合事業へつなげること

により状態悪化を防ぐためのツールです。 

キャラバン・メイト きゃらばん・めいと 認知症サポーターを養成する「認知症サポーター養成講

座」の企画、立案を担い、講師役を務める人のことです。 

ケアプラン（介護サ

ービス計画書） 

けあぷらん（かいご

さーびすけいかく

しょ） 

介護を必要とする利用者やその家族の状況や希望を踏ま

え、利用者に対する支援の方針や解決すべき課題、提供さ

れる介護サービスの目標と内容をまとめた計画書のこと。 

ケアプランは、要介護者・要支援者が介護保険サービスを

利用したいときに必須となる書類です。 

ケアマネジメント けあまねじめんと 高齢者等の地域における生活を支援するため、高齢者等の

生活課題、生活目標及び課題解決に至る道筋を明らかに

し、本人・家族の意向を踏まえつつ、複数のサービスを適

切に結びつけて調整を図ることにより、総合的かつ継続的

なサービスの供給を確保する援助方法のことです。 

ＫＤＢデータ けーでぃーびーで

ーた 

国保データベースの略で、「特定健診・特定保健指導」「医

療（後期高齢者医療含む）」「介護保険」等の情報を活用

し、統計情報や「個人の健康に関する情報」を提供し、保

険者の効率的かつ効果的な保健事業の実施をサポートす

ることを目的として構築されたシステムのことです。 

権利擁護 けんりようご 自らの意思を表示することが困難な障害のある人や認知

症高齢者等に代わって、援助者等が代理としてその権利や

ニーズの擁護・獲得を行うことです。 
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用 語 読 み 意 味 

サービス付き高齢

者向け住宅 

さーびすつきこう

れいしゃむけじゅ

うたく 

バリアフリーが完備され、安否確認や生活相談のサービス

も受けられるなど、入居者が安心して暮らせる環境が整っ

ている高齢者のための住まいのことです。 

サルビー見守りネ

ット 

さるびーみまもり

ねっと 

ＩＣＴによる多職種間の情報共有を図る医療・介護・福祉

ネットワークのこと。医師・歯科医師・薬剤師・看護師な

どの医療職、ケアマネジャー・介護士・ホームヘルパーな

どの介護職や地域包括支援センターなど在宅療養に関わ

る多職種間で、利用者登録されたパソコン・タブレット・

スマートフォンなどの端末からいつでもどこからでもセ

キュリティレベルの高い情報共有を行うことが可能とな

ります。 

サロン さろん 町内福祉委員会など住民主体による、仲間づくりや生きが

いづくりのためのつどいを開催する活動のこと。他にも本

市ではおしゃべりや情報交換の場としてのマタニティサ

ロンや赤ちゃんサロン等を児童センターや保健センター

で開催しています。 

自助・共助・公助 じじょ・きょうじ

ょ・こうじょ 

地域包括ケアシステムでは、「自助」は自分で自らの生活

を支えること（サービスの購入を含む）、「共助」は介護・

医療等の社会保険制度を通じて、地域で相互に支え合うこ

と、「公助」は公的な福祉サービスや支援を受けることを

指します。 

シルバーカレッジ しるばーかれっじ 高齢者のための生涯学習機関で、自分の人生を考えたり、

地域社会に貢献したりする場のことです。 

シルバー人材セン

ター 

しるばーじんざい

せんたー 

地域の高年齢者に就業を提供して生きがいのある生活の

実現、またボランティア活動などさまざまな社会参加を通

じて、地域社会の活性化や福祉の向上に貢献する組織のこ

とです。 

生活支援コーディ

ネーター 

せいかつしえんこ

ーでぃねーたー 

高齢者の生活支援・介護予防の基盤整備を推進していくこ

とを目的とし、地域において、生活支援および介護予防サ

ービスの提供体制の構築に向けたコーディネート機能を

果たす人のことです。 

生成ＡＩ せいせいえーあい 事前に学習したデータを基に、文章、画像、音声など新た

なデータを自動的に生成できるＡＩ（人工知能）のこと。

介護現場において、事務作業の軽減や、施設利用者とのコ

ミュニケーション負担の軽減など、業務効率の改善等に向

けた活用が期待されています。 

成年後見制度 せいねんこうけん

せいど 

認知症、知的障害、精神障害などによって判断能力が十分

ではない人を保護するための制度のこと。判断能力が不十

分となった人に代わって、家族などが代理人（後見人）と

なって、財産管理や身上監護（契約締結など生活、治療、

療養、介護などに関する法律行為）を行います。 
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用 語 読 み 意 味 

団塊ジュニア世代 だんかいじゅにあ

せだい 

「団塊の世代」の子ども世代にあたる昭和４６年（１９７

１年）から昭和４９年（１９７４年）にかけて生まれた人

たちのことです。 

団塊の世代 だんかいのせだい 昭和２２年（１９４７年）から昭和２４年（１９４９年）

にかけて生まれた人たちのことです。 

地域共生社会 ちいききょうせい

しゃかい 

制度・分野ごとの「縦割り」や「支え手」「受け手」とい

う関係を超えて、住民や地域の多様な主体が参画し、人と

人、人と資源が世代や分野を超えつながることで、住民一

人ひとりの暮らしと生きがい、地域をともに創っていく社

会のことです。 

地域支援事業 ちいきしえんじぎ

ょう 

高齢者が要介護状態になることを予防し、住み慣れた地域

で自立した生活が送れるように支援する事業のことで、市

町村が実施しています。 

地域生活課題 ちいきせいかつか

だい 

福祉サービスを必要とする地域住民及びその世帯が抱え

る福祉、介護、介護予防、保健医療、住まい、就労及び教

育に関する課題のことです。 

地域福祉活動 ちいきふくしかつ

どう 

地域住民をはじめ、地域にある福祉施設、ボランティア、

自治体、企業などが協力し、共に支え合い、助け合う地域

社会づくりを行う取組のことです。 

地域包括ケアシス

テム 

ちいきほうかつけ

あしすてむ 

高齢者が要介護状態になっても、可能な限り住み慣れた地

域において継続して生活ができるようにするために、「医

療」「介護」「予防」「住まい」「生活支援」を切れ目な

く一体的に提供する体制・システムです。 

（地域包括ケア）

「見える化」システ

ム 

（ちいきほうかつ

けあ）「みえるか」

しすてむ 

厚生労働省が運営する、都道府県・市町村における介護保

険事業（支援）計画等の策定・実行を総合的に支援するた

めの情報システムです。 

地域包括支援セン

ター 

ちいきほうかつし

えんせんたー 

地域の高齢者の総合相談、介護予防のための支援、高齢者

の虐待防止、権利擁護や地域の支援体制づくり等を行い、

高齢者の保健医療の向上及び福祉の増進を包括的に支援

する機関のこと。原則として、保健師、社会福祉士、主任

介護支援専門員の３職種を配置することとしています。 

地域密着型特定施

設入居者生活介護 

ちいきみっちゃく

がたとくていしせ

つにゅうきょしゃ

せいかつかいご 

地域密着型特定施設サービス計画に基づき、入浴・排せつ・

食事等の介護、その他の日常生活上の世話、機能訓練及び

療養上の世話を行うことにより、利用者が持っている能力

に応じ自立した日常生活を営むことができるようにする

目的で提供されるサービスのことです。 

地域密着型特定施

設 

ちいきみっちゃく

がたとくていしせ

つ 

入居定員が２９人以下の、有料老人ホームやケアハウスの

こと。住み慣れた地域で介護サービスを受けることができ

ます。 

地域密着型介護老

人福祉施設 

ちいきみっちゃく

がたかいごろうじ

んふくししせつ 

定員２９名以下の小規模な介護老人福祉施設のこと。常に

介護が必要となる高齢者ができる限り自立した生活を送

れるように支援します。 
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町内福祉委員会 ちょうないふくし

いいんかい 

各町内会の地域の実情に合わせて設置され、住民による地

域福祉活動を推進する組織のこと。福祉意識の啓発、サロ

ン・世代間交流事業の実施、見守り・災害時支援等が主な

活動です。 

日常生活圏域 にちじょうせいか

つけんいき 

高齢者が住み慣れた地域で生活を継続することができる

ようにするため、地理的条件、人口、交通事情その他の社

会的条件、介護給付など対象サービスを提供するための施

設整備の状況、その他の条件を総合的に勘案して定められ

た市内の圏域のこと。本市では中学校区単位で８圏域を設

定しています。 

介護予防・日常生活

支援総合事業（総合

事業） 

かいごよぼう・にち

じょうせいかつし

えんそうごうじぎ

ょう（そうごうじぎ

ょう） 

機能回復訓練などの高齢者本人へのアプローチだけでは

なく、高齢者本人を取り巻く環境や地域も含めてアプロー

チができるように介護予防事業を見直した事業のこと。年

齢や心身の状態を考えて自立支援に関する取り組みを推

進するために、リハビリを中心とした介護予防の機能強化

を図るように構成されています。 

認知症 にんちしょう 脳の病気や障害により、記憶や思考などの認知機能が持続

的に低下する症状や状態のことです。 

認知症カフェ にんちしょうかふ

ぇ 

認知症の人やその家族が、地域の人や専門家と相互に情報

を共有し、お互いを理解し合う場。地域の実情に応じて認

知症地域支援推進員が企画するなど様々な実施主体・方法

で開催されています。 

認知症サポーター にんちしょうさぽ

ーたー 

認知症に対する正しい知識を持って、地域や職域で認知症

の人や家族を手助けする人のこと。市町村や職場等で実施

されている認知症サポーター養成講座の受講が必要です。 

認知症対応型共同

生活介護（グループ

ホーム） 

にんちしょうたい

おうがたきょうど

うせいかつかいご

（ぐるーぷほーむ） 

グループホームとも呼ばれ、認知症の診断を受けた高齢者

が、９人以下という少人数で共同生活をする施設です。 

ハイリスクアプロ

ーチ 

はいりすくあぷろ

ーち 

特定の疾病や要介護状態となりやすいリスクの高い人を

対象に予防策を実施し、介護予防を図ることです。 

ＢＭＩ値 びーえむあいち 「Body Mass Index」の略で、体格を示す指数のことです。 

ＢＭＩ＝体重（kg）÷身長（m）÷身長（m） 

日本肥満学会では、肥満について「脂肪組織に脂肪が過剰

に蓄積した状態で、ＢＭＩ２５以上のもの」と定義してい

ます。 

フレイル ふれいる 「加齢とともに心身の活力（運動機能や認知機能等）が低

下し、複数の慢性疾患の併存などの影響もあり、生活機能

が障害され、心身の脆弱性が出現した状態であるが、一方

で適切な介入・支援により、生活機能の維持向上が可能な

状態像」とされており、健康な状態と日常生活でサポート

が必要な介護状態の中間を意味します。 
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包括的支援事業 ほうかつてきしえ

んじぎょう 

地域のケアマネジメントを総合的に行うために、介護予防

ケアマネジメント、総合相談や支援、権利擁護事業、ケア

マネジメント支援などを包括的に行う事業のことです。 

ポピュレーション

アプローチ 

ぽぴゅれーしょん

あぷろーち 

健康づくりや介護予防の考え方を広く普及させる等の手

段により、疾病や要介護状態となるリスクを下げるよう集

団全体に働きかけを行うことです。 

民生委員 みんせいいいん 常に住民の立場に立って相談に応じ、必要な援助を行い、

社会福祉の増進に努める社会奉仕者のこと。民生委員法に

より、厚生労働大臣の委嘱を受けて活動しています。 

有料老人ホーム ゆうりょうろうじ

んほーむ 

食事の提供、介護（入浴・排泄など）の提供、洗濯・掃除

等の家事の供与、健康管理のうち、いずれかのサービス（複

数も可）を提供している施設とされています。介護付有料

老人ホームは、介護保険制度における「特定施設入居者生

活介護」として、介護保険の給付の対象となっています。 

要支援・要介護認定

者 

ようしえん・ようか

いごにんていしゃ 

日常生活で、介護が必要な状態の軽減や重度化の防止のた

めに支援が必要な状態にある人（要支援者）や、常時介護

を必要とする状態にある人（要介護者）と認定された人。

要支援者は要支援１・２に、要介護者は要介護１から要介

護５までに区分されます。 

 

 


